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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２４年２月分）について

平成24年 2月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引き続き事務処理誤り等の再発防止に努めて

まいります。

平成２４年３月３０日

（照会先）

品質管理部長 竹村 英機

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）



- 2 -

別添

事務処理誤り等（平成２４年２月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における公的年金業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、２月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた157件のうち、公表可能な100

件について、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の１５７件を対象とし

ています。

１ 事務処理誤り等区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67件（42.7%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11件 （7.0%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5件 (3.2%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4件 （2.6%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6件 （3.8%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8件 （5.1%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1件 （0.6%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3件 （1.9%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 52件（33.1%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、お客様への不審電話等、通常の業務処理の流れの

中での誤りには該当しないもの〕

合計 157件（100.0%）
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２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10件 （6.4%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件 (1.3%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8件 （5.1%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15件 （9.5%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 70件 （44.6%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

（７）その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 52件 （33.1%）

合計 157件（100.0%）

３ 制度等別･事務処理誤り等区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理誤り等区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

厚生年金

適用関係

0 5 0 4 0 1 0 0 0 0 10

(0) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

厚生年金

徴収関係

0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 2

(0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

国民年金

適用関係

0 7 0 0 0 0 0 1 0 0 8

(0) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

国民年金

徴収関係

0 7 8 0 0 0 0 0 0 0 15

(0) (3) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (5)

年金給付

関係

0 47 3 1 4 4 8 0 3 0 70

(0) (8) (1) (0) (0) (1) (2) (0) (0) (0) (12)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 52 52

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (36) (36)

計
0 67 11 5 4 6 8 1 3 52 157

(0) (14) (3) (1) (0) (1) (2) (0) (0) (36) (57)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 76件（48.4%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22件（14.0%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6件 (3.8%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに処理を行わなかったもの〕

④ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53件（33.8%）

〔不正行為、不適正な事務処理、事故等〕

合計 157件（100.0%）

（２）原因別･事務処理誤り等区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理誤り等区分別内訳一覧表

受付時
の書類
管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅
延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信 説明誤り

受理後
の書類
管理誤り

記録訂
正誤り 事故等 計

確認不足
0 49 4 5 4 6 5 0 3 0 76

(0) (8) (1) (1) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (12)

適用・認識誤り
0 18 1 0 0 0 3 0 0 0 22

(0) (6) (0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (7)

届書等の放置
0 0 5 0 0 0 0 1 0 0 6

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

その他
0 0 1 0 0 0 0 0 0 52 53

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (36) (37)

計
0 67 11 5 4 6 8 1 3 52 157

(0) (14) (3) (1) (0) (1) (2) (0) (0) (36) (57)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

厚生年金
適用関係

厚生年金
徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係 その他 計

確認不足
9 2 5 10 50 0 0 76

(1) (1) (1) (3) (6) (0) (0) (12)

適用・認識誤り
1 0 2 1 18 0 0 22

(0) (0) (1) (1) (5) (0) (0) (7)

届書等の放置
0 0 1 3 2 0 0 6

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

その他
0 0 0 1 0 0 52 53

(0) (0) (0) (1) (0) (0) (36) (37)

計
10 2 8 15 70 0 52 157

(1) (1) (2) (5) (12) (0) (36) (57)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額
厚生年金

適用関係

厚生年金

徴収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
5 1 6 9 24 0 52 97

(0) (0) (2) (2) (5) (0) (36) (45)

１万円未満
1 0 0 1 1 0 0 3

(1) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (2)

１万円以上

５万円未満

0 0 0 3 4 0 0 7

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

５万円以上

１０万円未満

2 0 0 0 4 0 0 6

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１０万円以上

５０万円未満

2 1 1 2 16 0 0 22

(0) (1) (0) (2) (1) (0) (0) (4)

５０万円以上

１００万円未満

0 0 0 0 7 0 0 7

(0) (0) (0) (0) (2) (0) (0) (2)

１００万円以上

５００万円未満

0 0 1 0 13 0 0 14

(0) (0) (0) (0) (4) (0) (0) (4)

５００万円以上
0 0 0 0 1 0 0 1

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計
10 2 8 15 70 0 52 157

(1) (1) (2) (5) (12) (0) (36) (57)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額の未確定のものも「影響額なし」とする。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 10 10,728,316 1,072,832

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 28 27,443,456 980,123

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 5 450,189 90,038

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 6 1,041,366 173,561

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 1 444,700 444,700

その他 10 16,662,037 1,666,204

計 60 56,770,064 946,168

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

過払いと誤還付がある件 2件 48,547円

過徴収と誤還付がある件 1件 210,022円

過払いと過徴収がある件 2件 1,020,773円

過払いと未払いと過徴収がある件 1件 3,419,475円

過徴収と未払いがある件 1件 4,817,239円

過払いと未払いがある件 3件 7,145,981円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 56件 （35.7%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 55件 (35.0%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 46件 （29.3%）

合計 157件（100.0%）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

・該当する事故等はありませんでした。



（注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴

○日本年金機構の平成24年2月分の事務処理誤り等一覧（1～28ページ）

１．厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 整理番号 １～９

２．厚生年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・４Ｐ 整理番号 １０

３．国民年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・５Ｐ 整理番号 １１～１６

４．国民年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７Ｐ 整理番号 １７～２６

５．年金給付関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１Ｐ 整理番号 ２７～８４

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６Ｐ 整理番号 ８５～１００



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○担当者がＡ様にお詫びの上説明し、
記録訂正することで了承を得ました。
○Ａ様及びＢ様の記録を訂正しまし
た。
○担当者がＢ様に連絡し、お詫びの
上、説明しました。時効により納付でき
なくなった期間の国民年金保険料を納
付する意思があることを確認し、機構
本部に協議することとしました。
○機構本部より、国は２年を超えて保
険料を徴収できないとの回答があり、
担当者がＢ様に電話しましたが、繋が
らないため、今回の事象についてのお
詫びと経過説明の文書を送付しまし
た。
○そ 後 様 連絡を試 ました

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、資格取得届処理時におい
て基礎年金番号欄が未記入であった
場合には、氏名索引による検索は行
わず、事業所へ確認の上、確認できな
いものについては届書の返戻等により
処理することを徹底しました。

外
部

2010年3月24日

○Ａ様より、ご自身の年金記録について確認
してほしいとのお申出がありました。
○確認したところ、Ｂ様の基礎年金番号によ
り、Ａ様に係る資格取得届の入力処理を行っ
ていたことが判明しました。

○Ａ様に係る資格取得届を審査した際、基礎
年金番号欄が未記入であったため、担当者
が氏名索引を行いました。その際、本来、氏
名のフリガナ、生年月日、住所及び職歴等を
確認した上で、ご本人様の基礎年金番号か
どうかを確認すべきところ、氏名の漢字が同
一であったＢ様をＡ様と誤認してしまったた
め、Ｂ様の基礎年金番号により資格取得届
の入力処理を行ってしまいました。その結
果、Ｂ様に係る国民年金資格喪失の処理が
自動的に行われ、Ｂ様に係る国民年金保険
料の一部が時効により納付できなくなってし
まいました。
○資格取得届のフリガナはＡ様の氏名になっ
ており、届書に本人確認とのメモが記されて
た とから 入力処理をする際 電話 より

2名 未徴収 98,700

資格取得
届の入力
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 渋谷 2007年8月7日1

2

月額変更
届の処理
誤りについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

兵庫 三宮 2011年8月11日 2011年8月31日

○事業所より、「平成２３年７月分の保険料が
合わないので、確認してほしい」とのお問合
せがありました。
○確認したところ、月額変更届を誤って処理
していたことが判明しました。

○算定基礎届提出時に同時受付した月額変
更届は、本来算定基礎届と分けて別に受付
し、事務センターへ回付することとなっていま
したが、算定基礎届とあわせて回付してし
まったことにより、事務センターで月額変更届
を算定基礎届と見誤って改定月を訂正の
上、処理がされました。
○提出された算定基礎届、月額変更届とも
に日本年金機構ホームページから印刷され
たもので、様式を見誤ったことによります。

1事業
所2名
未徴収 58,276

○副所長が事業所に電話し、お詫び
の上説明し、了承を得ました。差額保
険料について、次回保険料で調整す
ることで了承を得ました。
○事務センターに入力を依頼し、月額
変更届を回付しました。
○事務センターにて入力処理がされ、
決定通知書を事業所あてに送付した
ことを確認しました。

○朝礼にて、今回の事象を職員に説
明し、次年度の算定基礎届書等の受
付時の確認及び事務センター回付時
の確認について周知・徹底しました。
○また、事務センターに今回の事象を
情報提供し、担当者及び委託業者の
審査及び処理時における届書の確認
を依頼しました。

外
部

○その後、Ｂ様に連絡を試みました
が、電話が繋がらないため、Ｂ様から
連絡があった場合、引き続き対応する
こととしました。

いたことから、入力処理をする際、電話により
氏名を確認したものと思われますが、この確
認が不十分であったことによります。

3

第三者委
員会あっ
せん事案
に係る特
例納付保
険料額の
計算誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

岩手 一関 2011年10月25日
2012年1月25日

2012年1月27日

○第三者委員会あっせん事案に係る特例納
付保険料について、第２回目の勧奨文を当
該事業所へ発送後、再確認したところ、特例
納付保険料額の計算誤りが判明しました。

○特例納付保険料額の計算をする際、本来
訂正された標準報酬月額と訂正前の標準報
酬月額の差額保険料を基に計算すべきとこ
ろ、誤って訂正後の標準報酬月額を基に計
算してしまいました。
○担当者の確認不足と決裁時のチェックで
誤りに気付かなかったことによります。

1事
業所
― 0

○厚生年金適用調査課長が事業所を
訪問し、事業主様にお詫びの上、経過
を説明するとともに、勧奨文と納付申
出書の差替について了承を得ました。
○特例納付保険料額を再計算し、勧
奨文と納付申出書を再作成しました。
○厚生年金適用調査課長が事業所を
訪問し、事業主様に改めてお詫びの
上、勧奨文と納付申出書をお渡しし、
誤った書類を回収しました。

○厚生年金適用調査課長が今回の事
象を職員に説明し、計算時及び計算
後の確認を慎重に行うよう注意喚起し
ました。

内
部

1



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

4

健康保険
被保険者
資格証明
書に係る
記号の記
載誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 中央 2011年11月1日 2012年1月6日

○全国健康保険協会より、「健康保険被保険
者資格証明書に記載した被保険者証の記号
を確認したい」との連絡がありました。
○確認したところ、健康保険被保険者資格証
明書に誤った記号を記載していたことが判明
しました。

○健康保険被保険者資格証明書の被保険
者証記号欄については、本来であれば変更
前の所在地における事業所整理記号を数字
に変換して記載すべきところ、変更後の所在
地における事業所整理記号を数字に変換し
て記載してしまいました。
○担当者が事業所記号変更履歴の確認を
失念してしまったことによるものです。

1事
業所
986名

― 0

○事象判明後直ちに全国健康保険協
会に電話し、お詫びの上、経過を説明
し、医療機関からの誤った記号による
診療報酬明細書についての対応を依
頼し、了承を得ました。
○担当者が事業所に電話し、お詫び
の上、経過を説明し、了承を得ました。
○誤った健康保険被保険者資格証明
書については、全て回収しました。

○今回の事象を職員に説明し、健康
保険被保険者資格証明書を作成する
際には、必ず事業所記号変更履歴の
確認を行うことを周知・徹底しました。

外
部

○事務センターより、「資格取得年月日訂正
届の資格取得年月日が、２年以上遡及した
日付となっている」との連絡がありました。
○確認したところ 事業所調査により事業所

○事業所調査を実施し、この調査により、資
格取得年月日の訂正について指摘しました。
○事業所から一部の被保険者様に係る訂正
届の提出があり 訂正届に記載されている資

○担当者が事業所に連絡し、お詫び
の上、経過を説明しました。資格取得
年月日訂正届の再提出をお願いした
ところ 事業所から 健康保険組合に

○役付会議を行い、所長が各課室長
に今回の事象を説明し、注意喚起を行
いました。
○また 事業所調査に係る研修を行

事業所調
査に伴う
資格取得
年月日訂 ○確認したところ、事業所調査により事業所

から２年以上前の訂正届が提出されていたこ
とを確認せず、誤って事務センターに回付し
ていたことが判明しました。

届の提出があり、訂正届に記載されている資
格取得年月日を十分確認しないまま、事務セ
ンターへ回付してしまい、事務センターにお
いて訂正届が入力されました。
○事業所調査の準備説明において、資格取
得年月日訂正については２年の遡及を限度
とする旨を確認していたにもかかわらず、調
査実施時において確認事項を忘失してしまっ
たことによるものです。
○また、事業所から提出された誤った訂正届
を担当者が十分に確認をしなかったこと及び
担当課長が十分な注意を払わず、担当者任
せにしてしまったことによります。

1事

ところ、事業所から、健康保険組合に
おいては、提出された訂正届の処理を
既に済ませているとのことでした。
○担当者が事業所を訪問し、再度お
詫びしました。対象となる被保険者様
へのお詫び文書を作成し、お渡しする
ことで了承を得ました。
○所長と担当者が事業所を訪問し、改
めてお詫びの上、事業主様及び被保
険者様あてのお詫びと手続き依頼の
文書を手渡し、訂正届の提出をお願い
したところ、了承を得ました。
○所長と担当者が健康保険組合を訪
問し、お詫びの上、事業所から改めて
訂正届を提出いただくこととなった旨を
説明し、了承を得ました。
○事業所より訂正届等の再提出があ
り 入力処理を完了しました

○また、事業所調査に係る研修を行
い、事業所調査によって指摘した訂正
届については、確実に審査をすること
及び資格取得年月日については、２年
の遡及が限度であることを周知・徹底
しました。

年月日訂
正届の確
認漏れに
ついて

確
認
・

藤沢 2010年12月22日 2011年2月3日

1事
業所
20名

り、入力処理を完了しました。
○担当者が国民年金保険料を誤って
還付した３名の被保険者様に電話し、
お詫びの上、既に還付している国民年
金保険料を返納していただくことを了
承いただき、お詫びの文書を送付しま
した。
○お客様の住所地を管轄する年金事
務所において、３名の方に係る返納金
の納付を確認しました。
○担当者が事業所に電話し、誤った
訂正により徴収した保険料について、
ブロック本部と協議し、還付する旨の
回答があったため、その旨を説明し、
了承を得ました。
○担当者が事業所を訪問し、事業主
様あてのお詫び文書及び還付請求書
を手渡し、提出をお願いしました。

その他 210,022
内
部

・
決
定
誤
り

神奈川5

を手渡し、提出をお願いしました。
○事業所様より還付請求書が返送さ
れ、事務センターへ回付後、処理され
たことを確認しました。

2



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○朝礼にて今回の事象を職員に説明
し、事前審査、事後チェック時の留意
点を見直し、注意喚起しました。
○委託業者に誤入力の防止とチェック
体制強化を要請し、委託業者から入力
担当者及びチェック担当者に対して今
回の事象を周知し、注意喚起した旨の
報告がありました。

外
部

○年金事務所の担当者が社会保険労
務士に電話し、お詫びの上説明し、保
険料請求について説明を行い、了承を
得ました。事業主様へのお詫びと説明
については、社会保険労務士が事業
主様に説明を行った後にしてほしいと
のお申出がありました。
○社会保険労務士より年金事務所
に、「事業主様に説明を行い入力訂正
の了承を受けた」との電話連絡があっ
たことから、年金事務所の担当者が事
業主様に電話し、お詫びの上、次回保
険料で調整する旨をお伝えし、了承を
得ました。
○年金事務所から事業主様等への対
応経過 報告があり 担当者が社会

事務
センター

2011年8月5日
1事業
所1名
未徴収 420,3102012年1月6日

○年金事務所より、「社会保険労務士から、
受託事業所の保険料が相違しているのでは
ないかとのお申出があり、確認してほしい」と
の連絡がありました。
○確認したところ、月額変更届の標準報酬月
額が誤って決定されていたことが判明しまし
た。

○年金事務所にて月額変更届を郵送受付
し、事務センターに回付され、委託業者が平
均額の入力を誤り、本来の標準報酬月額よ
り低く決定していたため、未徴収となったもの
です。
○委託業者の入力誤りと確認不足、事務セ
ンター職員による入力後のチェックで誤りに
気付かなかったことによるものです。

月額変更
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

北海道6

7

事業所名
称の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

群馬 高崎 1993年11月22日頃 2012年1月26日

○郵便で届いた届書を審査している中で、事
業所名称を誤って入力していることが判明し
ました。

○個人事業所は事業所名称に事業主様の
氏名を登録する必要がありますが、事業所
名称に記載されている事業主様の氏名の漢
字が異なっていることに気付きました。
○新規適用届受理時の入力誤りによるもの
です。 1事業

所1名
― 0

○担当者が事業所に電話し、お詫び
の上、説明しました。
○事業主様から事業主様の氏名の漢
字を正しく記した書面を送付していた
だき、担当者が事業所に電話し、今ま
で決定通知書に事業主様の氏名の漢
字が誤って印字されていたことをお詫
びし、了承を得ました。
○事業所関係変更（訂正）届により

○今回の事象を職員に説明し、全て
の届書で処理結果リストのダブル
チェックの重要性を周知・徹底しまし
た。
○また、過去の処理誤りに気付いた場
合、必ず上長に報告するよう徹底しま
した。

内
部

応経過の報告があり、担当者が社会
保険労務士に電話し、改めてお詫び
の上、入力処理を行うことで了承を得
ました。
○入力処理を行い、標準報酬月額改
定通知書を事業主様あてに送付しまし
た。

り
○事業所関係変更（訂正）届により、
訂正処理しました。

8

二以上事
業所勤務
被保険者
に係る被
扶養者（異
動）届の入
力誤りに
ついて

入
力
誤
り

新潟 三条 2011年12月16日 2012年2月6日

○社会保険労務士より、「受託事業所より電
話があり、二以上事業所勤務被保険者の被
扶養者の生年月日が相違しているとの連絡
があったので、確認してほしい」との連絡が
ありました。
○確認したところ、被扶養者（異動）届の入力
誤りが判明しました。

○二以上事業所勤務被保険者の取得処理
時に、被扶養者（異動）届を起票し、入力する
際、生年月日を誤って入力していました。
○処理結果の二重チェック及び決裁におい
ても入力誤りを発見できませんでした。

1事業
所1名

― 0

○担当者が事業所に電話し、お詫び
の上説明し、了承を得ました。誤った
健康保険被保険者証は、社会保険労
務士を通じて回収すること及び被保険
者様へのお詫びと説明をお願いしまし
た。
○被扶養者様の生年月日の訂正処理
を行いました。
○正しい健康保険被保険者証が送付
されたことを確認し、誤った健康保険
被保険者証を社会保険労務士を通じ
て回収しました。

○全体朝礼において、今回の事象を
職員に説明し、入力帳票と処理結果リ
ストの二重チェックを確実に実施する
よう周知・徹底しました。

外
部

9

標準賞与
額決定通
知書の誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

高知
事務
センター

2012年1月12日 2012年1月13日

○Ａ事業所より年金事務所に、「標準賞与額
決定通知書が送付された封筒にＢ事業所の
標準賞与額決定通知書が同封されていた」と
のお申出があり、当該通知書の誤送付が判
明しました。

○委託業者がＡ事業所の標準賞与額決定通
知書を封入する際、誤ってＢ事業所の標準
報酬決定通知書を同封して送付してしまった
ものです。
○標準賞与額決定通知書の発送業務は、委
託業者が行っており、二重チェックを行ってい
ますが、封入担当者及び二次チェック担当者
ともに当該通知書を２事業所分一緒に封入し
てしまったことに気付かないまま送付したも
のです。

2事業
所7名

― 0

○年金事務所の担当者がＡ事業所か
ら電話をいただいた際に、お詫びの上
説明し、了承を得ました。誤って送付し
た当該通知書については、既に年金
事務所あてに返送いただいたとのこと
でした。
○事務センターの担当者がＡ事業所よ
り年金事務所に返送された当該通知
書を受け取り、Ｂ事業所を訪問し、お
詫びの上説明しました。当該通知書を
手渡し了承を得ました。

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、チェック体制の強化を図る
ため、発送業務の過程を再度確認す
るよう指示しました。
○委託業者に対し、再発防止策を含
む顛末書の提出を要請し、作業手順
の見直しを行い、対策を講じたとの報
告がありました。

外
部

3



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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対応 対策
判明
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10

納入告知
書の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

福島
事務
センター

2011年6月15日 2011年6月17日

○Ａ事業所より、「Ｂ事業所の納入告知書が
混入している」とのお申出がありました。
○確認したところ、Ｂ事業所分の納入告知書
をＡ事業所分に混入して送付していたことが
判明しました。

○委託業者が封入封緘作業の際、誤ってＡ
事業所あての封筒にＢ事業所分の納入告知
書を同封してしまいました。
○封筒の枚数と納入告知書の枚数の数量確
認を行わず発送したことによるものです。 2事

業所
― 0

○担当者がＡ事業所を訪問し、お詫び
の上説明し、了承を得ました。誤送付
した納入告知書を回収しました。
○担当者がＢ事業所を訪問し、お詫び
の上説明し、納入告知書をお渡しし、
了承を得ました。

○委託業者に今回の事象を説明し、
封入封緘時の注意喚起及び納入告知
書の数量と発送件数のチェック体制
等、品質確保の徹底を要請しました。
○委託業者より数量のチェックの確認
の徹底を指示したとの顛末書の提出
がありました。

外
部

4



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○他年金事務所より、「国民年金資格取得届
及び保険料免除申請書を処理していたとこ
ろ、届書の住所と窓口装置により確認した住
所に相違があるので、確認してほしい」との
連絡がありました。
○確認したところ、Ａ様の２０歳到達による資
格取得届処理時に、誤って同姓同名・同一生
年月日であるＢ様の基礎年金番号で処理し
ていることが判明しました。
○また、Ａ様は誤った基礎年金番号の納付
書により、平成２３年１月分の国民年金保険
料を納付されていることも判明しました。

○２０歳到達による国民年金加入対象者に
ついて、２０歳前に基礎年金番号が付番され
ていないか確認するための調査対象者一覧
表を作成し、確認していますが、Ａ様につい
て市役所に住所履歴の確認を行った際、同
市内での転居履歴のみとの回答があり、担
当者が誤ってその住所を調査対象者一覧表
のＢ様の基礎年金番号欄に記載してしまい
ました。
○Ａ様に、基礎年金番号の確認についての
照会文書を送付し、表示された住所とは別で
ある旨の回答がありましたが、調査対象者一
覧表にＡ様の回答書に記載された転居前の
住所と調査対象者一覧表に誤って記載した
住所が一致していることから、同一人である
と誤 た判断をし しま ました

２０歳到達
者に係る
国民年金
資格取得
届の処理
誤りについ
て

確
認

○Ａ様に今回の事象を記載した文書を
送付しました。
○担当者がＢ様に電話し、お詫びの上
説明し、了承を得ました。
○機構本部に取扱いを協議したとこ
ろ、Ａ様については新規の基礎年金番
号に納付記録の追加を行い、納付確
認書（証明書）については誤って納付
された領収書を回収し、納付確認書を
交付すること、また、Ｂ様については、
現状の番号の納付記録を取消し、過
誤納も取消する旨の回答がありまし
た。
○また、Ｂ様の基礎年金番号にあるＡ
様の住所変更履歴及び納付記録変更
履歴 機構本部あ 履歴

○朝礼にて、今回の事象を職員に説
明し、調査対象者一覧表とご本人様
の回答内容を慎重に確認するよう周
知しました。

2011年3月4日

と誤った判断をしてしまいました。
○その結果、Ａ様の第１号資格取得届及び
調査結果登録処理票にＢ様の基礎年金番号
を記載の上、事務センターに回付したため、
誤った基礎年金番号による処理となったもの
です。

2名 ― 0

・
決
定
誤
り

愛知 豊橋 2011年1月13日

履歴について、機構本部あてに履歴
の削除を依頼し、整備されたことを確
認しました。
○Ａ様の記録を整備しました。また、他
年金事務所へＢ様の資格取得届及び
免除の処理を依頼しました。
○担当者がＡ様に電話し、お詫びの
上、経過説明し、了承を得ました。ま
た、納付確認書を送付すること及び領
収書の返送を依頼し、後日返送があり
ました。
○Ｂ様のお母様より電話があり、担当
者がお詫びの上、記録整備が完了し
た旨をお伝えし、了承を得ました。

内
部

11

1名 その他 4,817,239

○朝礼にて、今回の事象を職員に説
明し、資格記録の確認及び合算対象
期間の取扱いについて改めて周知す
るとともに、書類の審査確認を確実に
行うよう徹底しました。

内
部

○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、お詫びの上、経過説明を行い、再
発防止を約すことで了承を得ました。
○機構本部へ取扱いを協議し、国民
年金の資格記録の訂正と本来の受給
権発生時からの年金支払について処
理可能との回答がありました。
○国民年金記録を訂正し、高齢任意
加入記録の取消処理を行い、還付請
求書をお客様あてに送付しました。
○老齢年金の裁定が行われ、支払時
期を確認しました。
○還付請求書を受付し、事務センター
に還付金の処理を依頼しました。

○年金相談の際、担当者が国民年金の資格
記録が誤っていることに気付かず、年金受給
資格期間が不足しているものとして高齢任意
加入の申出を依頼しました。その後、市役所
に提出された高齢任意加入の申出書を当所
経由で事務センターへ回付しました。
○事務センターで処理され、お客様は保険料
納付後、老齢年金裁定請求書を提出されま
した。
○年金相談の際、担当者が国民年金の資格
記録が誤っていることに気付かず、年金受給
資格期間が不足しているものとして高齢任意
加入の申出を依頼したこと、また、提出され
た高齢任意加入の申出書について、当所及
び事務センターにおいても国民年金の資格
記録の誤りに気付かないまま処理されたこと
によるものです。

○お客様から提出された老齢年金裁定請求
書を事務センターへ回付したところ、平成２２
年２月から平成２３年１月まで国民年金に高
齢任意加入されているが、高齢任意加入をし
なくても年金の受給権が発生するのではない
かとの連絡がありました。
○確認したところ、お客様の国民年金資格記
録では昭和５５年１０月に加入し、平成１６年
１２月喪失となっていましたが、配偶者様が
昭和５５年１０月において厚生年金加入が２０
年以上あることから、本来、昭和６１年４月１
日が第１号資格取得であり、昭和５５年１０月
から昭和６１年３月までは合算対象期間とな
ることにより、受給資格が満たされていること
が判明しました。

高齢任意
加入時に
おける確
認漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 豊橋 2010年3月10日 2011年8月12日12

13

国民年金
任意加入
の資格喪
失予定年
月日の誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 東灘 2011年3月7日 2012年1月13日

○ ６５歳未満喪失予定年月日到達者リストを
確認したところ、資格喪失年月日が４８０月に
１月足りず４７９月となっているお客様を発見
し、資格喪失予定年月日の誤りが判明しまし
た。

○お客様からの任意加入申出時、あと１０月
加入すれば、４８０月になる旨説明し、申出書
を提出していただき、任意加入予定月数も１
０月と確認、記載していましたが、喪失予定
年月日を記載する際に、誤って１月早い年月
日を記載し、入力処理してしまいました。
○また、決裁時にも誤りに気付きませんでし
た。

1名 ― 0

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びの上、経緯を説明し、資格喪失年月
日の訂正を行い、４８０月とするため、
不足となった１月分の納付について、
了承を得ました。資格喪失年月日を訂
正の上、お客様あてに納付書を送付し
ました。
○お客様が保険料を納付されたことを
確認後、被保険者記録回答票を作成
し、送付しました。

○今回の事象を職員に説明し、担当
者及び他職員による二重チェックと課
長決裁後に入力することを徹底するよ
う指示しました。

内
部

5



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

2011年1月17日

○町役場より、返戻していたＡ様の免除申請
書を再受付したところ、当該免除申請書の初
回受付時に補正した基礎年金番号が再補正
されていました。
○確認したところ、同姓同名・同一生年月日
のＢ様について、国民年金種別変更と住所
変更の処理を誤って行っていたことが判明し
ました。

○公共職業安定所で実施した雇用保険説明
会において、Ａ様より免除申請書を受理し、
基礎年金番号不明のため、窓口装置で氏名
索引し、免除申請書に誤ってＢ様の基礎年
金番号を記載し、事務センターへ進達し、処
理されました。また、免除申請書は所得確認
のため、町役場へ送付しました。
○免除申請書受理時に氏名索引する際、前
職歴、住所・氏名変更歴の情報とご本人様
の記録か否かの確認が不足していたことに
よります。

2名 ― 0

国民年金
保険料免
除申請書
に係る処
理誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 稚内 2010年11月1日

○国民年金課長がＡ様に連絡し、お詫
びの上説明し、了承を得ました。
○事務センターにＡ様の国民年金種
別変更届及び免除申請書一式の入力
を依頼し、通知書を当所あてに回付す
るよう依頼しました。
○事務センターにて処理が完了し、通
知書等の回付があり、Ａ様あてに却下
通知書、第３号被保険者該当通知書
及びお詫びの手紙を送付しました。
○国民年金課長がＢ様に連絡し、お
詫びの上、経緯を説明し、了承を得ま
した。また、お詫びの手紙をＢ様あて
に送付しました。
○Ｂ様の住所を管轄する年金事務所
資格記録 訂 を依頼しました

○所長による全職員への事務処理誤
り事象報告と事故防止徹底について
職員研修を実施しました。
○朝礼において、今回の事象を国民
年金課員全員に説明し、業務マニュア
ルによる事務処理について再確認しま
した。
○雇用保険説明会時に免除申請を受
理する際、必ずお客様に国民年金被
保険者関係届書の提出を求めるよう
徹底しました。
○窓口装置にて基礎年金番号を特定
する場合は、氏名、生年月日のほか、
前職歴、前住所の確認を徹底しまし
た。

内
部

14

2名 誤還付 444,700

○朝礼にて今回の事象を職員に説明
し、統合するに当たり、必ずお客様の
氏名、生年月日、住所、職歴を聴取
し、確認の上、処理するよう周知・徹底
しました。

内
部

○担当者がＢ様宅を訪問しましたが、
不在のため、ご連絡をいただきたい旨
の手紙を投函しました。
○Ｂ様が来所され、お詫びの上、経緯
を説明し、保険料還付金の返納、加入
記録の補正について了承を得ました。
Ｂ様の年金額には影響がないことを確
認しました。
○Ｂ様より、国民年金保険料還付金に
係る返納金が納付されたことを確認し
ました。
○機構本部での記録整備が必要なた
め、記録整備依頼し、記録整備が完了
した旨の連絡がありました

国民年金
資格取得
時の処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 大宮 2003年3月16日 2011年3月11日

○Ａ様の配偶者様が、ご自身の年金請求手
続きのため他年金事務所に来所された際、Ａ
様の加入記録を確認したところ、同姓同名、
同一生年月日のＢ様の年金記録に統合され
ていたことが判明しました。

○Ｂ様が平成１５年３月に国民年金に加入す
る際、同姓同名、同一生年月日のＡ様の国
民年金加入記録を住所が相違しているにも
かかわらず、統合処理を行っていました。
○統合処理の際、氏名、生年月日のみの確
認だけでなく、住所、職歴も確認し、統合処
理すべきところ、確認を漏らしたことによりま
す。

へ資格記録の訂正を依頼しました。

15

16

国民年金
第３号被
保険者関
係届の紛
失につい
て

受
理
後
の
書
類
管
理
誤

愛知
事務
センター

2010年3月23日 2012年1月25日

○年金事務所より、「お客様が年金事務所に
来所され、以前に年金加入記録を整備する
ために国民年金第３号被保険者関係届を提
出したにもかかわらず、年金加入記録の整
備がされていないことにより、年金見込額の
提供が受けられない」との連絡がありました。
○確認したところ、当該届書の紛失が判明し
ました。

○年金事務所から当該届書が回付され、事
務センターでの受付後、事務処理の途中で
一旦保留とし、受付処理簿に処理不要と入
力し、そのまま未処理の状態が継続し、届書
を紛失してしまいました。
○受付処理簿の進捗状況更新の際の誤入
力及び一旦保留とした案件の管理体制の不
備によるものです。

1名 ― 0

○年金事務所の担当者がお客様に、
お詫びの上説明し、改めて届書を受理
しました。
○お客様より再度届出いただいた届
書を入力し、年金見込額の試算を行
い、試算表及び被保険者記録照会回
答票を作成しました。
○当事務センターの担当者がお客様
に電話し、再度お詫びの上説明し、了
承を得ました。お客様あてに年金見込
算 び被保 答

○今回の事象を職員に説明し、今後
の受付処理簿の処理等を検討し、入
力者と別の職員が進捗管理を行い、
保留期間が一定期間を超えるものは、
進捗管理を行う職員から、審査担当に
確認を行い、特別な理由があるものを
除いて、長期保留としないことを周知・
徹底しました。

外
部

した旨の連絡がありました。
○他年金事務所にＡ様の対応を依頼
し、他年金事務所の担当者がＡ様に連
絡し、お詫びの上説明し、了承を得た
との報告がありました。

り

誤
り

額試算表及び被保険者記録照会回答
票を送付しました。

6



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

外
部

○お客様から、「平成２１年４月に届いたハガ
キ形式の学生納付特例申請書を郵送で提出
したところ、夏頃に国民年金保険料の納付書
が届き、疑問に思い旧千葉社会保険事務所
へ行ったところ、対応した職員が、学生納付
特例の審査処理にはかなり時間を要してお
り、審査結果が届くまでもう少しお待ちくださ
い。なお、納付書の送付は行き違いですので
ご了承くださいとの説明を受けた」とのお申出
があり、当所の受付簿、事務センターの受付
状況を確認したところ、学生納付特例申請書
を受付した形跡は確認できませんでした。当
時、学生納付特例申請書の受付は、学生納
付特例申請書発行一覧表にて管理してお
り、お客様から学生納付特例申請書の受付
状況 お問合 があ た際 は 本

国民年金
保険料学
生納付特
例申請に
係る受付
状況の確
認漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤

千葉 千葉 2009年7月頃 2011年2月18日

○お客様より、「平成２２年度の学生納付特
例申請書が届かないが、どのような手続きを
したらよいのか」とのお問合せがありました。
○確認したところ、平成２１年度の学生納付
特例申請書の相談の際、学生納付特例申請
書発行一覧表による受付状況の確認漏れが
判明しました。

○担当者がお客様に電話し、お詫び
の上、経過を説明しました。お客様よ
り、「現在も学生のため納付は困難で
あり、遡って学生納付特例できるよう
にしてほしい」とのお申出があったた
め、機構本部と協議することとしまし
た。
○平成２２年度の学生納付特例申請
書を受付し、承認されたことを確認しま
した。
○機構本部より、平成２１年度の学生
納付特例申請書を再度提出していた
だいた上で、平成２１年４月に学生納
付特例申請があったものとみなす旨
の回答がありました。
○担当者がお客様 電話し 再度お

1名 ― 0

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、窓口・電話対応の際には、
必ず受付簿や窓口装置等によりお客
様の情報を確認した上で、お客様へ適
切な説明をするよう周知・徹底しまし
た。

17

○今回の事象を職員に説明し、お客
様から複数枚の申請書を受付した際
には、申請書の上部余白の箇所に審
査対象年度を朱書きした上で、事務セ
ンターへ回付する前に、担当者３名で
確認するよう改めました。

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いについて、機構本
部と協議することとしました。
○機構本部から、平成２０年７月分以
降の国民年金保険料については、引
き続き国民年金保険料の免除申請を
希望するお申出があったものとみな

○平成１９年７月、お客様から平成１８年度分
及び平成１９年度分の免除申請書を受付しま
したが、免除申請書に年度の記載がなかっ
たため、翌年度以降も引き続き国民年金保
険料の免除申請を希望する旨が記載されて
いなかった平成１８年度分の免除申請書を、
平成１９年度分の免除申請書として処理して

国民年金
保険料免
除申請書
の処理誤
りについて

○お客様が来所され、「平成１９年に、引き続
き国民年金保険料の免除申請を希望する旨
を明記して国民年金保険料免除申請書を提
出したにもかかわらず、平成２０年７月分以
降の国民年金保険料が未納になっている」と
のお申出がありました。
○確認したところ 平成２０年度の免除審査

状況についてお問合せがあった際には、本
来であれば、一覧表を確認すべきところ、当
該職員は一覧表の確認を怠っていました。
○そのため、お客様は平成２１年度の学生納
付特例申請書を提出する機会を失ってしま
いました。

誤
り ○担当者がお客様に電話し、再度お

詫びの上、協議結果をお伝えし、了承
を得ました。お客様あてに学生納付特
例申請書を送付しました。
○お客様から平成２１年度の学生納
付特例申請書を受理し、事務センター
へ回付し、承認されました。
○事務センターからお客様あてに平成
２１年度の学生納付特例承認通知書
を送付したことを確認しました。

1名 過徴収 14,660
外
部

希望するお申出があったものとみな
し、免除の審査を行うこととの回答が
あったため、市役所にお客様の所得
の確認を依頼し、市役所から回答があ
り、事務センターへ免除審査を依頼
し、免除が承認されました。
○担当者がお客様に連絡し、再度お
詫びの上、平成２０年７月分以降の免
除処理が完了したことをお伝えし、了
承を得ました。免除承認通知書及び平
成２２年１月分国民年金保険料に係る
還付請求書を送付しました。
○平成２２年１月分の国民年金保険料
に係る還付決議を行い、お客様の口
座へ国民年金保険料還付金が送金さ
れました。

平成１９年度分の免除申請書として処理して
しまったために、平成２０年７月分以降の国
民年金保険料に係る免除審査が行われない
ままとなってしまいました。
○また、お客様は以前より国民年金保険料
口座振替納付の届出をされていたため、平
成２２年１月分の保険料がお客様の口座から
振替されていました。
○免除申請書受付時における、審査対象年
度の確認不足によるものです。

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 佐原 2007年7月25日 2011年6月15日

○確認したところ、平成２０年度の免除審査
が行われていないことが判明しました。

18

19

付加保険
料納付申
出書の受
付時の確
認漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 刈谷 2010年4月19日
2011年1月12日

2011年8月12日

○国民年金基金より、国民年金基金加入員
のリストの送付があり、確認したところ、付加
保険料を納付されている方がいることが判明
しました。

○本来、国民年金基金加入者は付加保険料
は納付できませんが、２名の被保険者様から
付加保険料納付申出書を受付し、当所にお
いて入力処理していました。
○付加保険料納付申出書の入力処理時に
国民年金基金加入者であるかの確認を漏ら
したことによります。 2名 過徴収 12,310

○国民年金課長が２名の被保険者様
に電話し、お詫びの上、国民年金基金
加入者は付加保険料を納めることは
できない旨説明し、付加保険料を後日
還付手続きを依頼することで了承を得
ました。
○２名の被保険者様あてに還付請求
書を送付し、提出がありました。
○付加保険料申出の取消入力をしま
した。
○２名の被保険者様の還付処理を行
い、還付金が支払されたことを確認し
ました。

○朝礼時に、今回の事象を職員に説
明し、付加保険料納付申出書の入力
をする際、必ず国民年金基金の加入
者であるかどうか確認をすること及び
被保険者記録も併せて確認することを
周知・徹底しました。

外
部

7



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
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(単位：円)

対応 対策
判明
契機

2011年12月28日

○年金事務所より、「お客様から、平成２３年
７月から９月まで国民年金保険料を納付した
が、なぜ還付となるのかとのお申出があり、
確認してほしい」との連絡がありました。
○確認したところ、国民年金保険料免除承認
期間が誤っていることが判明しました。

○継続免除申請により、平成２３年７月から
平成２４年６月までの期間が全額免除で承認
されていましたが、その後、世帯変更に伴う
再審査が申請されました。
○世帯変更のため、平成２３年８月から却下
入力とするところ、変更時期に気が付かず、
平成２３年７月から却下入力したため、平成２
３年７月からの却下通知が送付され、お客様
は通知に従い、平成２３年７月から納付され
ました。
○事務センター職員による確認不足及び決
裁時にも気付かなかったことによります。

過徴収 15,020

国民年金
保険料免
除審査の
審査誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

茨城 2011年9月5日
事務
センター

○年金事務所の担当者がお客様に連
絡し、お詫びの上、説明しました。経過
について文書を送付してほしいとのお
申出がありました。
○お客様あてに経過とお詫びの文書
を送付しました。
○還付決議が取消されていることを機
構本部に確認し、平成２３年７月分に
ついては還付とし、平成２３年８月分と
９月分については納付記録の訂正をし
ました。
○お客様に平成２３年７月分の還付請
求書と補正後の納付記録を送付しまし
た。
○年金事務所にて還付請求書を受付
し 還付入力処理しました

○今回の事象を職員に説明し、審査
確認及び入力後のチェックを徹底する
よう指示しました。

外
部

1名20

21

付加保険
料納付書
の作成漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 浦和 2011年12月27日 2012年1月5日

○市役所より、「お客様から、市役所で付加
保険料納付申出の手続きをし、平成２３年度
確定申告に間に合せたいので至急納付書を
送付してほしい旨を依頼したが、納付書が届
かないとのお問合せがあり、確認してほしい」
との連絡がありました。
○確認したところ、付加保険料納付申出書の
処理はしていましたが、納付書作成を行って
いなかったことが判明しました。

○付加保険料納付申出書に、市役所より納
付書作成の依頼が連絡事項としてあったに
もかかわらず、確認不足により納付書の作成
をしていませんでした。
○付加保険料納付申出書に添付されていた
納付書作成の連絡事項を見落していたこと
によるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様に電話し、お詫び
の上、経過を説明しました。平成２３年
度の確定申告には間に合わないこと
及び納付書を後日送付する旨をお伝
えし、了承を得ました。
○お客様あてに納付書を送付しまし
た。

○今回の事象を職員に説明し、届書
等の入力チェックの徹底と連絡事項に
ついては、必ず確認し、対応するよう
周知・徹底しました。

外
部

付加保険 ○年金事務所より、「お客様から、付加保険 ○付加保険料納付申出書の入力処理を行っ ○担当者がお客様に電話し、お詫び ○朝礼にて、国民年金グループ職員

し、還付入力処理しました。

22

付加保険
料納付書
の作成漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

新潟
事務
センター

2011年5月31日 2012年1月12日

○年金事務所より、 お客様から、付加保険
料納付申出書を提出したが、納付書が届か
ないとのお申出があり、確認してほしい」との
連絡がありました。
○確認したところ、付加保険料納付書の作成
漏れが判明しました。

○付加保険料納付申出書の入力処理を行っ
た後、委託業者より、画面の印字を職員へ回
付して納付書の作成を行いますが、委託業
者が印字を取り忘れて回付していませんでし
た。
○また、職員の事後チェックにおいても発見
できませんでした。

1名 ― 0

○担当者がお客様に電話し、お詫び
の上、説明しました。機構本部と協議
することとしました。
○機構本部より、付加保険料の納付
が可能との回答があり、年金事務所
の担当者がお客様宅を訪問し、再度
お詫びの上、付加保険料を現金領収
し、了承を得たとの連絡がありました。

○朝礼にて、国民年金グル プ職員
に今回の事象を説明し、事後確認の
徹底を指示しました。
○委託業者に対し、画面印字の回付
漏れがないよう、強く要請しました。

外
部

国民年金
学生納付
特例申出
書の回付
漏れにつ
いて 未

処

○市役所に対し、届書等の回付漏れ
が発生しないよう、受付後の速やかな
回付及び管理の徹底を要請しました。
○また、朝礼において、課内でも同様
の事象が発生しないよう注意喚起しま
した。

○当所より申請書を事務センターへ回
付し、審査の上、お客様あてに承認通
知書を送付し、承認通知書発送後に
市役所の担当者がお客様に電話しま
したが、お客様は不在のため、ご家族
より、本人より連絡させるとのお申出
がありましたが、連絡はありませんで

○市役所より、「平成２０年７月受付の学生納
付特例申請書が未進達である」との連絡が
あり、回付漏れが判明しました。

○本来、届書を受付後、速やかに当所へ回
付すべきところ、回付されていませんでした。
○市役所における管理不足によるものです。

1名

理
・
処
理
遅
延

埼玉 ― 0
外
部

がありましたが、連絡はありませんで
した。
○市役所の担当者がお客様に連絡し
ましたが、連絡がつきませんでした。
○お客様から平成２２年度の学生納
付特例の申請があり、処理されている
ことから、お客様からお問合せがあっ
た場合、引き続き対応することとしまし
た。

浦和 2008年7月17日 2010年8月31日23
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番号
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事故
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区分
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○市役所より、平成２１年度に提出した免除
申請未承認の調査依頼がありました。
○確認したところ、お客様が継続申請を希望
しているにもかかわらず、平成２１年度の継
続免除の審査が行われていないことが判明
しました。

○本来、継続審査対象抽出後の処理だった
ため、承認処理日以降に、継続審査用国民
年金保険料免除・納付猶予審査処理票を起
票して、継続免除審査を行うべきところ、審
査・決定していませんでした。
○事務処理の確認漏れによります。

継続免除
申請の審
査漏れに
ついて

未
処

○免除申請書の処理票を作成し、審
査を行い、通知書を作成しました。
○全額免除承認該当の方２１名及び
納付猶予承認該当の方１９名に対し、
承認通知書とお詫びの文書を送付し
ました。全額免除却下該当の方５名及
び納付猶予却下該当の方７名に対し、
却下通知書とお詫びの文書を持参し
て担当者がお客様と面談し、お詫びの
上説明し、了承を得ました。面談でき
なかった方には、後日送付しました。
また、所得未申告の方３名に対し、所
得申告の上、所得証明書の提出を依
頼しました。未申告の３名について、
提出指定年月日までに返送がなかっ
たため 継続終了通知を送付しまし

○今回の事象を職員に説明し、継続
免除申請に係る事務処理手順に基づ
き、事務処理の進捗状況を複数名で
確認し、未処理発生の防止確認を徹
底しました。

55名 ―

処
理
・
処
理
遅
延

愛知 一宮24 2009年7月 2010年12月14日

たため、継続終了通知を送付しまし
た。
○機構本部に、平成２１年度一部免除
申請の可否について協議を行い、再
申請可能との回答がありました。
○免除等が承認されなかった期間を
有する４名中、２名は一部免除承認と
なり、承認通知書及び納付書を送付し
ました。１名は申請書の提出がなく、記
録付郵便にて、提出指定年月日まで
に申請がない場合は、申請意思のな
いものとして取り扱う旨の文書を送付
しましたが、お客様より返送がなく、電
話連絡も繋がらず、申請の意思がな
いものとして処理しました。１名は、当
時学生であったことが判明し、学生納
付特例での再審査を行い、お客様あ
てに学生納付特例承認通知を送付し

0
外
部

免除申請
書の回付
漏れにつ
いて 未

処
理
・
処
理
遅
延

てに学生納付特例承認通知を送付し
ました。

25 島根 松江 2011年5月10日 2012年1月4日

○事務センターより、「役場の担当者から、役
場窓口で受付した国民年金保険料免除申請
書の回付漏れがあったとの連絡により、届書
の回付漏れが判明しました。

○お客様より、役場窓口で国民年金保険料
免除申請書を受付しました。
○受付後、所得が未申告であったため、役場
の担当者が所得申告後に回付を行うため保
留扱いとしましたが、そのまま失念してしまい
ました。
○その後、年末の書類整理時に保留書類の
存在が判明し、確認したところ、お客様は既
に申告手続きを行っていました。
○役場内での未処理届書等の有無の確認
が不十分であったことによります。

1名 ― 0

○国民年金課長と役場の担当課長が
お客様宅を訪問し、お詫びの上、国民
年金保険料免除申請承認通知書及び
納付書をお渡しし、了承を得ました。ま
た、平成２３年度国民年金保険料免除
申請書についても申請を希望されたた
め、併せて受理しました。

○所長と国民年金課長が役場を訪問
し、役場の国民年金主管課長に対し、
改めて再発防止策の徹底について要
請を行ったところ、役場から事務セン
ターへの書類回付について、毎週月
曜と水曜に回付しているが、その進捗
管理を行うよう改めたとの報告があり
ました。

外
部

9



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○お客様より、「平成２３年度分の１年前納
が、変更前の口座に振替依頼が出されたた
め振替ができなかったので確認してほしい」
と、口座振替納付申出書の控えの提示があ
りました。
○確認したところ、受付した口座振替納付申
出書を事務センターに回付したため、平成２
３年度１年前納に係る口座変更入力締切日
までに入力できなかったことが判明しました。

1名 ― 0

○朝礼にて今回の事象を説明し、窓
口と担当課との連絡を密にして、至急
処理を要する場合は担当者に直接依
頼すること及び個別にお客様とお約束
した事項については、事蹟を書類に記
録しておくよう周知・徹底しました。
○また、担当者は、事蹟のない書類も
含めて、お客様に不利とならないよう
配慮して審査確認を行い、事務セン
ターへ回付することを再度確認しまし
た。

外
部

〇担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。口座振替での１
年前納と同額による納付を強く希望さ
れたため、機構本部と協議することと
しました。
○機構本部より、平成２３年度分保険
料については、口座振替での１年前納
と同額で領収しても差し支えないとの
回答があり、担当者がお客様に連絡し
たところ、来所していただけるとのこと
で、お願いしました。
○お客様が来所され、担当者が改め
てお詫びの上、保険料を現金領収し、
了承を得ました。
○１年前納の口座振替による納付記
録を追加しました

○お客様が、金融機関確認印のない口座振
替納付申出書を持参されたため、金融機関
確認印があれば変更後の口座にて平成２３
年度の１年前納が可能とお伝えしたところ、
同日、金融機関確認印を受けた口座振替納
付申出書を持参されたため、受付しました。
○受付した口座振替納付申出書を国民年金
課に回付し、書類審査の上、事務センターへ
回付しましたが、その際、担当者が平成２３
年度１年前納の口座振替入力締切日の確認
を漏らしてしまいました。
〇事務センターにて口座振替納付申出書を
入力処理しましたが、平成２３年度１年前納
に係る口座変更の入力締切日を過ぎていま
した。
○窓 から 回付 際 平成 年度分か

口座振替
納付申出
書の確認
漏れによ
る処理遅
延につい
て 未

処
理
・
処
理
遅
延

愛知 一宮 2011年5月2日 2011年6月1日26

録を追加しました。○窓口からの回付の際に、平成２３年度分か
らの１年前納を約束済である旨の連絡をしな
かったことによります。

10
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番号

件名
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27

配偶者加
給年金の
加算漏れ
について 確

認
・
決
定
誤
り

京都 京都南 1991年11月12日 2011年3月7日

○お客様より、死亡されたお父様の年金記
録判明による再裁定を受付し、機構本部へ
進達しました。
○機構本部より再裁定報告書が返戻され、
確認したところ、お父様の年金に配偶者加給
年金が加算されていないことが判明しまし
た。

○老齢基礎厚生年金請求書を受付し、裁定
する際に、本来、配偶者状態表示を配偶者
加給年金加算と入力すべきところ、誤って入
力してしまったため、配偶者加給年金が加算
されていませんでした。
○老齢基礎厚生年金裁定時に、配偶者状態
表示の確認を怠り裁定したことによります。 1名 未払い

966,732

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。取扱いについて、
機構本部と協議することとしました。
○機構本部より、時効を適用せず支
払する旨の回答があり、再裁定関係
書類を機構本部へ進達しました。
○機構本部より、処理の完了と支払時
期の連絡があり、担当者がお客様に
連絡し、改めてお詫びの上、支払時期
をお伝えし、了承を得ました。

○今回の事象を職員に説明し、届書
等の入力時及び入力後の確認を慎重
に行うよう周知・徹底しました。

内
部

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、裁定取消処理を行う場合
は、複数名で支払サイクルを確認する

○機構本部へ進達した国民年金老齢年金か
ら請求替えとなった国民年金通算老齢年金
の支払予定日を確認したところ、裁定がされ

○機構本部から国民年金通算老齢年金を裁
定するため、国民年金老齢年金の裁定取消
をするよう連絡があり、平成２３年２月、国民

○担当者がお客様に電話しましたが、
連絡がつかないため、お客様あてにお
詫びの文書を送付しました。

国民年金
老齢年金
裁定取消

○お客様相談室長が今回の事象を職
員に説明し、記載内容を再度確認し、
処理を確実に行うこと、また、二重
チェック体制の強化を指示しました。

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。従前の年金額で
の受給を希望されているため、機構本
部と協議することとしました。

○配偶者様の厚生年金期間の判明により、
遺族厚生年金額が増額されることとなったた
め、お客様から、年金受給選択申出書を提
出していただきました。その際、お客様が厚

年金受給
選択申出
書に係る
選択誤り

○街角の年金相談センターより、「お客様か
ら、振込された年金額が減っているとのお申
出があり、確認してほしい」との連絡がありま
した。

、複数名 支払 を確認す
とともに、機構本部に裁定予定日と支
払サイクルの確認を行った上で処理す
ることを周知・徹底しました。

内
部

2011年2月18日 2011年3月16日

支払予定 を確認 、裁定
ていませんでした。
○また、国民年金老齢年金は裁定取消済の
ため、平成２３年４月支払のないことが判明し
ました。

をす う 絡 あり、 成 年 月、国民
年金老齢年金の裁定取消処理を行いました
が、国民年金通算老齢年金の裁定が、平成
２３年５月となったため、お客様へ平成２３年
４月の支払ができなくなってしまいました。
○年金の裁定取消処理を行う場合は、裁定
替えの年金の支払を保障する必要があるた
め、機構本部へ支払サイクルを確認し、国民
年金老齢年金の裁定取消をすべきところ、そ
の確認を行わないまま裁定取消を行ったこと
によります。

1名 未払い

詫 書を送 。
○国民年金通算老齢年金証書を送付
する際に、ご連絡をいただきたい旨の
文書を同封し、お客様あてに送付しま
した。
○機構本部に連絡し、処理を依頼の
上、支払予定を確認しました。
○お客様のご家族から電話があり、担
当者がお詫びの上説明し、支払予定
時期をお伝えし、了承を得ました。
○国民年金通算老齢年金の支払がさ
れたことを確認しました。

337,206

裁定 消
に係る処
理誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

福岡
事務
センター

28

繰下げ請
求書の受

○お客様より、「年金支給額変更通知書が送
付されてきたが、以前相談した際に試算して

○お客様は、７０歳の誕生日前に年金相談
に来所され、７０歳からの繰下げによる見込

○担当者がお客様にお詫びの上、経
過を説明し、７０歳繰下げによる年金

○今回の事象を職員に説明し、年金
相談においては、相談内容をお客様

1名 過払い 61,296

チェック体制の強化を指示しました。

外
部

部と協議することとしました。
○機構本部より、お客様のお申立を認
める旨の回答があり、担当者がお客
様に連絡し、再度お詫びの上、過払い
分について次回支払する年金で調整
する旨をお伝えし、了承を得ました。
○窓口装置にて、過払い分が調整さ
れたことを確認しました。

出していただきました。その際、お客様が厚
生年金基金を受給されていることを見逃し、
年金受給選択申出書の備考欄に、支給年金
額の多い方の年金を選択とのゴム印を押印
した結果、遺族厚生年金の３分の２と老齢厚
生年金の２分の１及び老齢基礎年金が選択
されてしまい、お客様の厚生年金基金を含む
受取年金額が減ってしまいました。
○記録訂正による年金受給選択申出書の業
務については、担当者２名により事務処理を
行っていますが、今回、１名が不在の際に、
業務に不慣れであった他の１名の担当者が
処理したこと、また、進達前の決裁時におい
ても誤りを発見できませんでした。

選択誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 立川 2010年12月15日 2011年1月19日

した。
○確認したところ、年金受給選択申出書に係
る選択誤りが判明しました。

29

30

求書の受
付誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

愛知 鶴舞 2011年3月16日 2011年5月12日

付されてきたが、以前相談した際に試算して
もらった７０歳からの年金額と相違している」
とのお申出がありました。
○確認したところ、繰下げ請求書の受付誤り
が判明しました。

に来所され、７０歳からの繰下げによる見込
額を回答しました。当日はまだ７０歳前（６９
歳１１月）であったため、７０歳到達日以降に
老齢年金支給繰下げ請求書の提出をお願い
しましたが、お客様より、預かっておいて７０
歳到達日以降に受付してほしいとのお申出
があり、了承してしまいました。しかしながら、
担当者は相談日当日の受付印を押印し、事
務センターを経由し、機構本部へ進達しまし
た。
○お客様と担当者の相談時の確認内容と受
理文書の確認不足によります。

1名 ― 0

過を説明し、７０歳繰下げによる年金
額への変更について、機構本部と協
議する旨をお伝えしました。
○機構本部より、訂正処理可能との回
答があり、訂正に係る書類一式を機構
本部へ進達しました。
○再裁定処理が完了し、支払時期が
確定したため、担当者がお客様に電
話し、改めてお詫びの上、支払時期を
お伝えし、了承を得ました。

相談においては、相談内容をお客様
に確認することで確認・教示漏れを
チェックし、届書等の受理時には写し
を交付するなど、その効果・影響を説
明するよう改めました。
○また、相談事跡管理において相談
内容と受付書類のチェックを行うととも
に、進達時には届書等の記載内容を
再確認することを周知しました。

外
部

11



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

2011年5月13日

○お客様の厚生年金加入期間が判明したた
め、再裁定請求書を機構本部へ進達したとこ
ろ、厚生年金被保険者期間中の老齢基礎年
金繰上げ請求はできないとの理由で返戻さ
れ、裁定誤りが判明しました。

○お客様は、平成４年１月に市役所で老齢基
礎年金を繰上げ請求されましたが、本来お客
様の生年月日では厚生年金被保険者期間
中の老齢基礎年金は繰上げ請求できないこ
ととなっています。
○今回、年金記録に係る照会を実施したとこ
ろ、お客様が老齢基礎年金請求時、厚生年
金被保険者であったことが確認できたもので
す。
○老齢基礎年金の繰上げ請求時における加
入記録の確認漏れによるものです。

1名 その他 3,491,914

厚生年金
被保険者
期間中の
老齢基礎
年金繰上
げ請求に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 高崎 1992年1月7日

○機構本部と協議したところ、繰上げ
支給の老齢基礎年金取消処理を進め
るよう回答がありました。
○担当者がお客様の代理人に連絡
し、お詫びの上、経過を説明しました。
老齢基礎年金の取消について了承を
得ました。
○機構本部へ訂正処理依頼書及び再
裁定関係書類を進達しました。
○再裁定処理の完了を確認し、担当
者がお客様の代理人に連絡し、再度
お詫びの上、年金が振込されたことを
確認し、了承を得ました。

○今回の事象をお客様相談室職員に
説明し、年金加入記録の判明時及び
再裁定時の確認について徹底するよ
う指示しました。

内
部

31

配偶者加
給年金の
加算漏れ

○お客様の共済組合員期間が漏れていたた
め、老齢基礎・厚生年金の裁定の訂正につ
いて機構本部 進達したところ 機構本部よ

○本来、新規裁定時に配偶者状態表示を加
給年金を加算すると入力すべきところ、加給
年金を加算しないと入力していました

○担当者がお客様に電話し、お詫び
の上、説明しました。ブロック本部と協
議することとしました

○今回の事象を職員に説明し、審査・
入力時及び決裁時には細心の注意を
払うよう周知 徹底しました

1名 未払い 295,166

○朝礼にて今回の事象を職員に説明
し、裁定請求書等の確認において、細
心の注意を払うよう周知・徹底しまし
た。

内
部

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上説明し、了承を得ました。老齢・障
害給付加給年金額支給停止事由該当
届と老齢・障害給付加給年金額支給
停止事由消滅届の記入を依頼し、お
客様あてに送付しました。
○お客様から届書を受付し、再裁定関
係書類とともに機構本部へ進達しまし
た。
○再裁定処理が完了し、支払日が確
定したことを確認しました。

配偶者加
給年金の
加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 明石 1991年8月1日 2011年1月11日

○国民年金記録判明による年金額仮計算書
を事務センターへ進達したところ、受給権発
生当時に配偶者加給年金額が加算されてい
ないことが判明しました。

○お客様は平成３年８月に受給権が発生し
ましたが、配偶者様の老齢厚生年金は平成
２年１１月から在職により、全額支給停止と
なっていました。
○お客様に係る年金裁定時に、本来配偶者
状態表示の入力の際に全額支給停止と入力
すべきところ、誤って受給していると入力した
ため、受給権発生当時から加給年金停止と
なってしまいました。
○入力後の審査及び決裁時のおいて、入力
誤りを発見できなかったことによります。

32

33

加算漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

山口 宇部 1991年6月13日 2011年6月20日

いて機構本部へ進達したところ、機構本部よ
り、年金を決定した際に誤って加給年金が支
給停止となっている可能性があるとの内容で
返戻がありました。
○確認したところ、配偶者加給年金の加算漏
れが判明しました。

年金を加算しないと入力していました。
○審査・入力時及び決裁時にも誤りを発見で
きなかったことによるものです。

1名 未払い 424,000

議することとしました。
○ブロック本部から処理可能との回答
があり、機構本部へ訂正依頼書を進
達しました。
○支払時期が確認できたため、担当
者がお客様に電話し、改めてお詫び
の上、支払時期をお伝えし、了承を得
ました。

払うよう周知・徹底しました。
○また、現在事務センターで処理して
いるため、今回の事象を情報提供し、
注意喚起しました。 内

部

○お客様が当所へ電話により年金額につい
てお問合せされた際、対応した職員が、電話
では年金額を回答できないため、年金事務
所に来所してくださいとの案内をしました。そ
の際、お客様は７０歳の誕生日が過ぎていた
ため、本来であれば、７０歳を過ぎてから老
齢基礎年金を繰下げ請求する場合には、年
金の支払が請求月の翌月分からとなるた

繰下げ請
求に係る
確認不足
について

確

○街角の年金相談センターより、「お客様か
ら港北年金事務所に電話で老齢基礎年金の
繰下げ請求に係るお問合せの際、確認不足
による説明誤りがあった」との連絡がありまし
た。
○確認したところ、繰下げ請求に係る確認不
足による説明誤りが判明しました。

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上、説明しました。電話相
談時にお客様が書かれたメモがあると
のことで、見せていただくこととなりまし
た。
○お客様が来所され、お客様相談室
長が再度お詫びの上、メモを見せてい
ただき、電話を受けた職員に事実確認

○朝礼にて、今回の事象を職員に説
明し、繰下げ請求についてお問合せ
があった場合には、必ず請求者の年
齢を確認した上で、適切な対応をとる
とともに、電話相談対応票を必ず作成
し、管理者による事後確認を徹底する
こととしました。

外
部

金の支払が請求月の翌月分からとなるた
め、今すぐ請求が必要である旨の説明を行
わなければならないところ、これを漏らしてし
まいました。
○電話対応した職員が、お客様が７０歳に到
達されていて、年金請求手続きが遅れるとお
客様に不利益が生じることに気付かなかった
ことによるものです。

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 港北 2011年2月25日 2011年6月16日

ただき、電話を受けた職員に事実確認
したところ、お客様のお申出のとおりと
の回答を得ました。機構本部と協議す
ることとしました。
○機構本部より、電話相談を受けた日
に申請が行われたものとして取り扱う
旨の回答があったため、機構本部に
訂正処理依頼書を進達しました。
○支払時期を確認し、お客様相談室
長がお客様に電話し、改めてお詫び
の上、支払時期をお伝えし、了承を得
ました。

1名 未払い 467,37534

12



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

○平成１１年７月、遺族年金請求書を受付
し、ご主人様の厚生年金の記録を統合し、裁
定しました。
○記録統合により被保険者期間が３１３月と
なり、長期要件での金額の方が有利であった
にもかかわらず、長期・短期要件それぞれの
金額を十分確認をしないまま、短期要件での
決定を行っていたことによります。

1名 未払い 280,000

○お客様相談室の朝礼において、今
回の事象を職員に説明し、遺族年金
の長期・短期の要件の判定について、
十分注意すること、特に記録判明や共
済年金の記録がある方については、
点検連絡票の記載を徹底し、事務セン
ターへ正確な情報伝達を行うこととし
ました。

内
部

○お客様に遺族厚生年金の支給の要
件が長期になること及びこれにより年
金額が増額となることを説明し、共済
年金の年金加入期間確認通知書の提
出を説明しました。
○ブロック本部と協議し、処理可能と
の回答がありました。
○お客様から年金加入期間確認通知
書及び年金の再計算に関する申出書
を受理しました。
○機構本部あてに再裁定関係書類一
式を進達しました。
○機構本部で再裁定処理が完了し、
支払時期が確定したため、担当者が
お客様に連絡し、訂正処理が完了した
と及び支払時期をお伝えし 了承を

遺族厚生
年金に係
る支給要
件の決定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

岡山 倉敷東 1999年7月15日 2011年3月31日

○お客様より、「平成１１年に死亡した夫の共
済年金の記録が判明したため、遺族共済年
金と遺族厚生年金の手続きを行いたい」との
お申出がありました。
○確認したところ、遺族厚生年金の長期要件
での決定の方が年金額が多いにもかかわら
ず、短期要件で決定となっていることが判明
しました。

35

36

老齢基礎
年金６５歳
裁定後に
納付され
た国民年
金保険料
の年金額
への算入
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

徳島
事務
センター

2009年10月
～2010年2月

2011年7月1日

○ブロック本部から情報提供を受け、６５歳
裁定処理後における国民年金保険料納付済
の方の再裁定漏れについて、当事務セン
ターで保管している平成２２年２月発行分以
降の国民年金資格喪失者一覧表を確認した
ところ、再裁定漏れが１３件判明しました。

○機構本部において国民年金任意加入被保
険者であったお客様の６５歳到達時の老齢
給付裁定請求書（はがき）の入力処理後に、
口座振替で納付されたため、年金額に反映
されていませんでした。本来であれば、収納
記録が収録された後、当該月分を含んだ月
数による再裁定の書類を機構本部へ進達す
べきところ、送付されていませんでした。
○国民年金資格喪失一覧表の確認ができて
いなかったことによるものです。

13名 未払い 30,908

○担当者が１３名のお客様に電話し、
お詫びの上説明し、了承を得ました。
１３名のお客様あてに年金額仮計算書
と経過説明及びお詫びの文書を送付
しました。
○１３名のお客様から年金額仮計算
書が返送され、機構本部へ進達しまし
た。
○１３名のお客様の再裁定が完了し、
支払されたことを確認しました。

○今回の事象を年金給付グループに
おいて職員に説明し、進達担当者が
毎月国民年金グループにて配信され
た国民年金資格喪失者一覧表により
確認を行い、対象の方については再
裁定報告書による進達を行うよう周
知・徹底しました。

内
部

こと及び支払時期をお伝えし、了承を
得ました。
○お客様に支払がされたことを確認し
ました。

37

配偶者加
給年金の
未払いに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

大阪 淀川 2001年4月 2011年6月3日

○お客様のご主人様死亡による遺族年金請
求手続きの際、ご主人様の厚生年金保険加
入記録が新たに判明したため、機構本部へ
再裁定関係書類を進達したところ、配偶者加
給年金の未払いが生じているとの理由で返
戻されました。
○確認したところ、新規裁定時における配偶
者状態表示を誤り裁定していたことが判明し
ました。

○ご夫妻同時に老齢年金裁定請求書を受付
し、ご主人様の新規裁定時に配偶者状態表
示を入力処理後、配偶者状態表示の訂正報
告書を旧社会保険業務センターへ年金受給
報告書により進達していました。
○しかしながら、現状では配偶者状態表示の
変更処理が行われていなかったため、配偶
者加給年金が支給停止となっていたもので
す。

1名 未払い 287,625

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。ブロック本部と協
議することとしました。
○ブロック本部から処理可能との回答
があり、機構本部に連絡の上、再裁定
関係書類を進達しました。
○機構本部に連絡し、支払時期を確
認の上、担当者がお客様に連絡し、改
めてお詫びの上、支払時期をお伝え
し、了承を得ました。

○お客様相談室の会議において、今
回の事象を職員に説明し、年金相談
窓口の説明に際しては、適切、慎重を
期すとともに、進達する届書につい
て、内容を慎重に確認するよう周知し
ました。
○また、今回の事象を事務センターに
情報提供し、新規裁定時の配偶者加
給年金の未払いについて注意喚起を
依頼しました。

内
部

振替加算
の加算漏
れに

○お客様が、遺族年金・未支給年金の請求
のため来所された際、お客様の年金記録を
確認したと ろ 振替加算額加算対象者 あ

○死亡されたご主人様の年金には、配偶者
加給年金額が加算されており、お客様は新
法該当者 あ たため 本来 あればお客

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。取扱いについて、機構本
部と協議する ととしました

○お客様相談室の職員に今回の事象
を説明し、相談時における年金記録の
確認を慎重に行うよう周知しました

38

れについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

神奈川 平塚 1994年1月8日 2011年1月20日

確認したところ、振替加算額加算対象者であ
るにもかかわらず、振替加算が加算されてい
ないことが判明しました。

法該当者であったため、本来であればお客
様の年金裁定時、振替加算の対象者である
旨の配偶者状態表示を入力すべきところ、
誤って入力したことにより、お客様が６５歳に
なっても振替加算額が加算されないまま年金
の支給がされていました。
○新規裁定時に配偶者状態表示の入力を
誤ってしまったことによります。

1名 未払い 3,726,666

部と協議することとしました。
〇機構本部より、遡って振替加算を支
給する旨の回答があり、再裁定関係
書類を進達しました。
〇機構本部での処理が完了し、支払
時期を確認しました。
○担当者がお客様に連絡し、改めて
お詫びの上、支払時期をお伝えし、了
承を得ました。

確認を慎重に行うよう周知しました。
○また、事務センターに今回の事象を
情報提供し、注意喚起を依頼しまし
た。

内
部

13
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39

老齢年金
裁定時に
おける配
偶者状態
表示の入
力誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 沼津 1995年8月24日 2011年6月17日

○機構本部へ進達した再裁定について、加
給年金の未払い期間があるとのことで返戻さ
れたため、確認したところ、配偶者状態表示
の入力誤りが判明しました。

○老齢年金の裁定請求書を入力する際、お
客様の受給権が発生した当時、ご主人様は
年金を受給されていませんでしたが、２０年
以上厚生年金加入期間のある年金を受給し
ているとして誤って入力してしまったため、加
給年金の未払いが発生しました。
○老齢年金裁定請求書の入力時において配
偶者状態表示を誤って入力したことによるも
のです。また、決裁においても、見落してし
まったことによります。

1名 未払い 52,275

○担当者がお客様に電話し、お詫び
の上、説明しました。取扱いについて、
ブロック本部と協議することとしまし
た。
○ブロック本部から処理可能との回答
があり、機構本部へ再裁定関係書類
を進達しました。
○窓口装置にて再裁定処理が完了
し、支払時期が確定したことを確認し
ました。
○担当者がお客様に電話し、改めて
お詫びの上、支払時期を説明し、了承
を得ました。

○今回の事象を職員に説明し、入力
誤りや確認誤りをなくすよう改めて受
付・審査の流れを再確認し、注意喚起
しました。
○また、今回の事象を事務センターに
情報提供し、裁定時における配偶者
状態表示の入力について注意喚起を
依頼しました。

内
部

支払保留
の入力誤

○事務センターより、支払保留に係る処理に
ついて 確認依頼の連絡がありました

○お客様のご主人様が死亡されたことによる
死亡 未支給請求書と遺族厚生年金請求書

○機構本部に死亡による保留の解除
を依頼し 平成２３年８月から支払が

○お客様相談室の朝礼にて今回の事
象を職員に説明し 支払保留処理票を

40

の入力誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 平塚 2011年1月31日 2011年6月23日

ついて、確認依頼の連絡がありました。
○確認したところ、お客様の年金記録に誤っ
て死亡による支払保留の入力処理をしてい
たことが判明しました。

死亡・未支給請求書と遺族厚生年金請求書
を受理しました。その際、本来であればご主
人様の年金の支払保留処理票を作成すべき
ところ、誤ってお客様の年金の支払保留処理
票を作成してしまい、職員がそのまま入力を
したことにより、お客様の年金が死亡による
保留の状態となってしまいました。
○支払保留処理票作成時における確認不足
によるものです。また、支払保留処理票その
ものに作成誤りがあったため、チェック及び
決裁時においても誤りが発見できませんでし
た。

1名 未払い 138,565

を依頼し、平成２３年８月から支払が
再開されることを確認しました。
○副所長とお客様相談室長がお客様
宅を訪問し、お詫びの上、説明しまし
た。支払時期をお伝えし、了承を得ま
した。
○お客様相談室長がお客様に電話
し、改めてお詫びの上、未払い分を含
めた年金が振込されたことを確認しま
した。

象を職員に説明し、支払保留処理票を
作成する際には、戸籍、住民票、死亡
診断書等の写し、死亡・未支給請求書
等の写しを必ず添付し、死亡された方
の基礎年金番号、氏名、生年月日、死
亡日の確認を慎重に行うよう周知・徹
底しました。

内
部

障害基礎
年金に係
る加算額
対象者の
入力漏れ

確
認

○障害基礎年金裁定請求書の再点検を実
施したところ、加算額対象者の入力漏れが１
件判明しました。

○障害基礎年金裁定請求書の入力におい
て、本来加算額対象者を入力すべきところ、
入力を漏らしてしまったため、子の加算額が
加算されていませんでした。
○当時 当所において障害基礎年金裁定請

○お客様相談室長がお客様に電話し
ましたが、連絡がつかないため、お客
様宅を訪問し、手紙を投函しました。
○お客様から連絡があり、お客様相談
室長がお客様宅を訪問し お詫びの

○お客様相談室長が今回の事象を職
員に説明し、入力誤り及び確認誤りの
防止について周知しました。
○また、障害基礎年金裁定請求書の
入力は現在は事務センターで行ってい

41

入力漏れ
について

認
・
決
定
誤
り

愛知 豊川 1999年2月18日 2011年7月27日

○当時、当所において障害基礎年金裁定請
求書入力後のチェックで入力漏れに気付か
なかったこと及び決裁においても見落してし
まったことによります。

1名 未払い 327,233

室長がお客様宅を訪問し、お詫びの
上、経過を説明しました。取扱いにつ
いて、ブロック本部と協議することとし
ました。
○ブロック本部より、処理可能との回
答があり、訂正処理に係る書類一式を
機構本部に進達しました。
○お客様に年金が支払されたことを確
認しました。

入力は現在は事務センタ で行ってい
ることから、事務センターに情報提供
し、周知を依頼しました。 内

部

42

障害基礎
年金に係
る子の加
算漏れに
ついて

確
認
・
決
定
神奈川 平塚 1999年2月28日 2011年4月5日

○お客様より、「障害基礎年金に係る子の加
算について、妻の年金には加算されていた
のか」とのお問合せがありました。
○確認したところ、生計維持関係のある１８
歳未満の子の加算額が加算されていなかっ
たことが判明しました。

〇裁定請求書を受理した際、障害認定日に
おいて１８歳未満であったお子様がいること
を確認することができていたにもかかわら
ず、担当者が加算額の案内をしなかったこと
により、子の加算額が加算されないまま年金
が支給されていました。
○障害認定日の時点においては、１８歳未満
であったお子様が存在していましたが、その
後 達後

1名 未払い 482,000

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。取扱いについて、
機構本部と協議をすることとし、お子
様が当時、高等学校に在籍していたこ
とを証する書類の提出をお願いしまし
た。
○機構本部から、遡って子の加算額を
支給する旨の回答があり、お客様から
籍 書 書

○今回の事象を職員に説明し、相談
時の説明不足と請求書の記載内容を
十分に確認すること及び障害年金の
請求時に生計維持関係のある１８歳
未満のお子様の有無の確認について
周知・徹底しました。

外
部

定
誤
り

後、１８歳到達後の年度末を迎えており、裁
定請求書の受付日時点においては加算額対
象者がいなかったため、確認及びお客様へ
の案内が漏れてしまったことによります。

在籍証明書を受理し、訂正依頼書とと
もに機構本部へ進達しました。
〇担当者がお客様に連絡し、改めて
お詫びの上、支払されていることを確
認し、了承を得ました。

14
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○朝礼に 今回の事象をお客様相○お客様の配偶者様の再裁定を旧社会保険 ○お客様より 特別支給の老齢厚生年金裁 ○担当者がお客様 電話し お詫び加給年金

1名 未払い 374,500

○担当者がお客様に電話し、お客様
のご家族に対応していただき、お詫び
の上、経過を説明し、了承を得ました。
○お客様の年金額仮計算書等再裁定
書類に処理可能事例に係る訂正処理
依頼を添えて、機構本部へ進達しまし
た。
○再裁定が完了し、支払時期を確認し
ました。
○担当者がお客様のご家族へ電話
し、再度お詫びの上、支払時期をお伝
えし、了承を得ました。

○朝礼にて、今回の事象をお客様相
談室の職員に説明し、年金記録が判
明した際には、ご本人様及び配偶者
様の年金記録を慎重に確認し、必要
書類の適切な案内をするよう周知しま
した。

内
部

○遺族厚生年金裁定時における、戦時加算
月数の入力漏れによるものです。
○また、決裁においても見落していました。

遺族厚生
年金に係
る戦時加
算の加算
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 千葉 1988年3月10日 2010年4月7日

○機構本部より、進達した再裁定関係書類
の返戻がありました。
○確認したところ、遺族厚生年金裁定時にお
ける戦時加算の加算漏れが判明しました。

43

遺族厚生
年金に係
る戦時加 確

○遺族厚生年金を受給されているお客様よ
り、ご主人様の厚生年金期間漏れによる再
裁定を受付し 機構本部へ進達しました

○お客様の遺族厚生年金裁定時、ご主人様
の老齢年金に加算されていた戦時加算の記
録について 見落してしまったため 加算され

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上、経過を説明し、了承
を得ました

○お客様相談室の打合せ会におい
て、今回の事象を職員に説明し、裁定
原簿及び年金記録の確認を確実に行

1名 未払い 3,024,734

○朝礼にて、今回の事象をお客様相
談室職員に説明し、お客様から年金
請求書を受理する際には、配偶者の
有無、配偶者の受給している年金の
年金記録及び年金証書等で確認する
よう周知・徹底しました。

2011年8月12日

○お客様の配偶者様の再裁定を旧社会保険
業務センターへ進達したところ、お客様の年
金裁定時における配偶者状態を確認するよ
うにとの返戻がありました。
○確認したところ、お客様の年金裁定時にお
ける配偶者状態表示の入力が誤っていたこ
とが判明しました。

○お客様より、特別支給の老齢厚生年金裁
定請求書を受付し、裁定しました。この時、お
客様の配偶者様は、厚生年金通算老齢年金
を受給されていましたが、誤って配偶者状態
表示を厚生年金老齢年金を受給していると
入力したため、本来、配偶者加給年金が支
給されるべきところ、支給されていませんでし
た。
○新規裁定時における配偶者状態表示の入
力誤り及び決裁においても見落したことによ
ります。

内
部

○担当者がお客様へ電話し、お詫び
の上、配偶者様が受給されている年
金を確認し、経過を説明したところ、了
承を得ました。
○機構本部と協議し、配偶者状態表
示を訂正の上、配偶者加給年金を支
払する旨の回答があり、再裁定関係
書類を機構本部に進達しました。
○再裁定処理が完了し、支払時期を
確認しました。
○担当者がお客様に電話し、改めて
お詫びの上、支払時期をお伝えし、了
承を得ました。

加給年金
の加算漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 千葉 2003年5月29日44

45

る戦時加
算の加算
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

栃木 大田原 1996年3月25日 2011年8月22日

裁定を受付し、機構本部へ進達しました。
○機構本部より進達した再裁定の返戻があ
り、確認したところ、戦時加算の加算漏れが
判明しました。

録について、見落してしまったため、加算され
ていませんでした。
○遺族年金裁定時の資格記録と老齢年金の
原簿との確認漏れ及び決裁時にも見落して
しまったことによります。

1名 未払い 1,542,266

を得ました。
○機構本部へ再裁定関係書類を進達
し、支払時期を確認しました。
○お客様相談室長がお客様に電話
し、改めてお詫びの上、支払時期をお
伝えし、了承を得ました。

原簿及び年金記録の確認を確実に行
うよう周知・徹底しました。

内
部

○平成１３年３月、市町村経由で提出された
寡婦年金請求書が裁定されました。
○平成２０年７月、死亡されたご主人様の厚
生年金加入記録が新たに判明したことによ
り、遺族年金が裁定され、併せて時効特例給
付に関する書類を旧社会保険業務センター
へ進達したところ、遺族厚生年金は時効特例
給付が支払されましたが、遺族基礎年金は
時効特例給付が支払されませんでした。
○寡婦年金請求書の受付又は審査時に 遺

遺族基礎
年金の請
求指導漏
れについ
て

確
認

○お客様から審査請求書が提出され、確認
したところ、寡婦年金請求時に、遺族基礎年
金の請求指導漏れが判明しました。

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。機構本部と協議
することとしました。
○機構本部より、協議の結果、寡婦年
金の請求があった時点で遺族基礎年
金の請求があったものとして取り扱う
ことが妥当であるとの回答があり、機
構本部へ再裁定書類を進達しました。
○支払時期が確定したため、担当者
がお客様に連絡し 再度お詫びの上

○年金給付グループにおいて、今回
の事象を職員に説明し、市町村より進
達された書類についても、戸籍謄本等
の添付書類の確認を十分に行い、提
出された請求書以外の受給権の有無
の確認も確実に行うことを申し合せま
した。

外
部

○寡婦年金請求書の受付又は審査時に、遺
族基礎年金の受給権が確認できたにもかか
わらず、遺族基礎年金の請求に関する指導
をせず請求書を提出していただいていません
でした。そのため、時効特例給付の対象外と
されたものです。
○平成１３年２月、市町村において寡婦年金
請求書を受付した時点で遺族基礎年金の受
給権が発生することに気付かなかったこと及
び旧社会保険事務所における請求書の審査
時においても、遺族基礎年金請求の指導が
なされなかったことによります。

認
・
決
定
誤
り

秋田
事務
センター

2001年2月16日 2011年2月22日

がお客様に連絡し、再度お詫びの上、
支払時期をお伝えし、了承を得まし
た。また、審査請求については、社会
保険審査官より改めて連絡があること
をお伝えし、対応をお願いしました。
○社会保険審査官にお客様より審査
請求の取下げのお申出があり、取下
げ処理したことを確認しました。

1名 未払い 2,810,63346

15
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番号

件名
事故
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区分
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○お客様から、お父様が平成２１年８月に死
亡されたことによる遺族基礎厚生年金裁定
請求書を受付しました。
○お客様は請求時において、障害状態にな
く、１８歳に達した日以後の最初の３月３１日
は平成２１年３月で、既に過ぎており、本来、
請求ができない旨を説明すべきところ、誤っ
て請求ができると説明し、請求書を受付して
しまいました。
○窓口対応者が、お客様の生年月日から、１
８歳に達した日以後の最初の３月３１日を誤
認したことによります。

1名 ― 0

○お客様相談室内会議において、今
回の事象を職員に説明し、遺族年金
請求の際には、年齢早見表を使用し、
請求者の死亡当時の年齢の確認を徹
底すること及び遺族年金の試算を行
い、試算が出ない場合は、必ず理由を
確認するよう周知しました。

内
部

○担当者がお客様に電話しましたが、
不在のため、代理人に電話し、お詫び
の上、経過を説明したところ、来所す
る旨のお申出がありました。
○代理人が来所され、お客様相談室
長が面談し、再度お詫びの上、遺族年
金の支給ができないことを説明し、了
承を得ました。また、戸籍等の費用負
担は機構としてできないことについて
説明をしましたが、ご納得いただけま
せんでした。今後、お客様から連絡等
があった場合は、引き続き対応してい
くこととしました。
○代理人に遺族基礎厚生年金の裁定
請求書と添付書類をお返ししました。

遺族基礎
厚生年金
裁定請求
書の受付
誤りについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

高知 高知東 2011年8月24日 2011年8月25日

○前日に受付した遺族基礎厚生年金裁定請
求書を点検していたところ、既に１８歳に達し
た日以後の最初の３月３１日が終了している
お子様の請求にもかかわらず、誤って請求
書を受付していたことが判明しました。

47

1,173,390

○朝礼にて、今回の事象を職員に説
明し、裁定請求書を受付する際には、
ご家族の状況を十分聴き取りを行い、
関係書類を確認の上で受理するよう
周知・徹底しました。

外
部

○機構本部と協議したところ、請求書
提出当時に誤って説明したのかどうか
は不明であり、消滅時効を撤廃するこ
とはできないとの回答がありました。
○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、機構本部からの回答を説明し、
５年遡及支払となる旨をお伝えし、了
承を得ました。
○お客様から関係書類の提出があ
り、再裁定報告書とともに、機構本部
に進達しました。
○処理が完了し、お客様に支払された
ことを確認しました。

旧法厚生
年金障害
年金の加
給年金額
の加算漏
れについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

宮崎 都城 1978年9月 2011年4月11日

○お客様が来所され、「障害年金加算改善
法に該当するのではないか」とのお問合せが
ありました。
○確認したところ、配偶者加給年金の加算漏
れが判明しました。

○持参された戸籍・住民票を確認したところ、
昭和５１年１０月より現在の住所に転居の後
は転居されておらず、昭和５３年９月の障害
年金受給権発生時には生計同一であったこ
とが確認できました。また、受給権発生当時
は１８歳未満の子の加給年金額も加算され
ており、生計同一のご主人様の確認を漏らし
ていました。
○裁定請求書を受付する際、提出していただ
いた添付書類で生計同一の配偶者様がいる
ことを確認すべきところ、見落してしまったこ
とによります。

1名 未払い48

49

配偶者加
給年金の
未払いに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

香川 高松東 1994年3月頃 2011年9月13日

○機構本部に進達した再裁定関係書類の返
戻があり、確認したところ、お客様の特別支
給の老齢厚生年金の新規裁定時に、配偶者
状態表示のコードを誤って入力していたこと
が判明しました。

○平成６年３月、受給権発生年月日が平成３
年１０月であるお客様の特別支給の老齢厚
生年金を遡及して裁定しましたが、本来であ
れば、裁定時に配偶者状態表示を年金を受
給していない方と登録し、配偶者様の障害厚
生年金の受給権発生日に配偶者状態表示を
障害厚生年金受給に変更すべきところ、裁定
時から配偶者状態表示を障害厚生年金受給
と登録してしまいました。
○特別支給の老齢厚生年金裁定時の確認
不足及び入力後の決裁において誤りに気付
かなかったことによるものです。

1名 未払い 84,332

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上、説明しました。ブロッ
ク本部と協議することとしました。
○ブロック本部から、訂正処理可能と
の回答があり、機構本部に再裁定関
係書類を進達しました。
○支払時期が確定したため、お客様
相談室長がお客様に電話し、改めて
お詫びの上、支払時期をお伝えし、了
承を得ました。

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、確認を徹底し、処理誤りの
発生防止を周知・徹底しました。

内
部

○コールセンターより、「Ａ様から、平成２３年
１２月支払の年金が振込されていないとのお
申出があり、確認してほしい」との連絡があり

○担当者が機構本部に事象を説明
し、支払保留解除の処理を依頼しまし
た。

支払保留
の処理誤
りについて

○市役所の担当者から電話にてＢ様が死亡
された旨の連絡を受けた際に、本来であれ
ば、基礎年金番号から基礎年金番号情報照

○お客様相談室の朝礼で、今回の事
象を職員に説明し、市町村からの電話
による死亡情報については、死亡によ

2011年12月26日

申出があり、確認してほしい」との連絡があり
ました。
○確認したところ、市役所からＢ様が死亡さ
れた旨の連絡があった際に、誤ってＡ様の支
払保留処理をしたことが判明しました。

1名 未払い 86,116

た。
○機構本部での支払保留解除処理及
び支払時期の確認をしました。
○お客様相談室長がＡ様に電話し、お
詫びの上、支払時期をお伝えし、了承
を得ました。
○Ｂ様の支払保留について入力処理
が完了していること及び過払いのない
ことを確認しました。

りについて

確
認
・
決
定
誤
り

岡山 津山 2011年11月8日

ば、基礎年金番号から基礎年金番号情報照
会回答票を出力し、氏名、生年月日、住所が
一致することを確認の上、支払保留処理票を
起票すべきところ、Ａ様の回答票を出力した
ことに気付かずに死亡年月日等を記入したこ
とから、その回答票に基づき支払保留処理
票を起票し、入力処理をしたものです。
○市役所からの電話連絡を受けた際に、死
亡された方の基礎年金番号・年金コード、氏
名、生年月日、住所について、受給権者原簿
記録との突合を怠ったことによるものです。

による死亡情報については、死亡によ
り過払いが発生する場合に限り処理
することとし、処理する場合は、電話を
受けたその場で回答票を出力し、氏
名、生年月日、住所を確認の上、死亡
日と市町村の担当者の氏名を記載す
るよう改めました。

外
部

50
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1名 過払い 7,451,063

○担当者がお客様に電話し、お詫び
の上説明し、了承を得ました。
○お客様より返納方法申出書の提出
がありました。
○機構本部に返納の納付書の送付時
期を確認し、再裁定申出書と返納方法
申出書を進達しました。
○担当者がお客様に電話し、再度お
詫びの上、返納の納付書の送付時期
をお伝えし、了承を得ました。

○ブロック本部より、機構本部から情報提供
のあった共済組合期間と厚生年金期間の重
複する対象の方の確認指示がありました。
○確認したところ、期間重複による老齢年金
の裁定誤りが判明しました。

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、旧三共済の記録について、
共済組合期間としての取扱いがない
場合においては、機構本部へ文書に
て照会することとしました。
○また、年金事務所に情報提供し、今
回の事象についての注意喚起を行い
ました。

内
部

○年金事務所で受理された老齢年金の裁定
請求書を、審査・入力の際、本来ＮＴＴ共済組
合期間について、ＮＴＴ共済組合の期間とし
て取り扱うべきところ、誤って厚生年金期間と
して裁定していました。
○老齢年金の裁定請求書を審査する時点に
おいて、ＮＴＴ共済年金請求書を受理した記
載が請求書にありませんでした。厚生年金期
間として処理をするのかが判断できなかった
ため、機構本部に確認したところ、勧奨退職
の該当者には見当たらないとの回答を得た
ため、厚生年金期間として処理を行ってしま
いました。
○機構本部への確認だけではなく、お客様
や受理した年金事務所への確認を怠ってし
ま た と よるも す

老齢年金
裁定時に
おける共
済記録の
入力誤り
について 確

認
・
決
定
誤
り

神奈川
事務
センター

2011年11月10日 2011年12月26日51

52

振替加算
の加算誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 旭川 2004年3月11日 2011年12月9日

○お客様が、ご主人様の死亡による遺族年
金の手続きで来所された際、お客様の老齢
年金に振替加算が誤って加算されていること
が判明しました。

○老齢年金裁定の際に配偶者状態表示の
コードを誤って入力したため、振替加算が
誤って加算されてしまいました。
○決裁においても誤りに気付きませんでし
た。

1名 過払い 775,000

○お客様相談室長がお客様にお詫び
の上、説明しました。改めてご自宅を
訪問し、詳細な説明を行うこととしまし
た。
○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、改めてお詫びの上、詳細な説明を
行い、了承を得たため、返納方法申出
書を受理しました。
○機構本部へ配偶者状態表示の変更
処理の依頼を行い、返納方法申出書
を進達しました。

○今回の事象を職員に説明し、配偶
者状態表示、加給年金と振替加算の
制度概要及び制度の考え方について
研修を行い、再発防止を徹底しまし
た。

内
部

年金見込
額の試算
誤りについ

確
認

○お客様が来所され、相談窓口の担当者か
ら全部繰上げ請求の見込額を提示されたと
ころ、「昨日電話で問合せした年金見込額よ

○電話で対応した担当者は、お客様の年齢
が本来６２歳のところ、６３歳と誤って繰上げ
の計算を行い、年金見込額をお伝えしていま

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。
○お客様相談室長がお客様に電話

○今回の事象を職員に説明し、繰上
げ請求の見込額など年齢を確認する
年金相談を行う際には、年齢早見表で

まったことによるものです。

53
て ・

決
定
誤
り

石川 七尾 2012年1月16日 2012年1月17日

り少ない」とのお申出があり、年金見込額の
試算誤りが判明しました。

した。
○担当者の確認不足によるものです。 1名 ― 0

し、再度お詫びの上、経過的加算につ
いて６５歳から支給されることと現時点
の見込額を説明し、了承を得ました。

再度確認するよう周知・徹底しました。 外
部

54

国民年金
第３号被
保険者該
当関係届
の処理誤
りによる裁
定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 砂川 2001年12月25日 2012年1月27日

○お客様から遺族厚生年金の請求を受付
し、翌日の事務センター回付の事前審査の
際に、お客様の年金記録を確認したところ、
国民年金第３号被保険者記録の処理誤り及
び受給されている老齢基礎年金の裁定に誤
りがあったことが判明しました。

○お客様の配偶者様が厚生年金に加入して
いないにもかかわらず、お客様が国民年金
第３号被保険者期間として届出が処理され、
その後の老齢年金裁定の処理に際し、本来
であれば国民年金記録を確認して補正すべ
きところ、確認不足により誤った記録のまま
裁定処理してしまったものです。
○基礎年金番号を統合処理した際に、配偶
者様の生年月日、厚生年金の加入記録等の
確認を怠ったことによります。

1名 過払い 167,585

○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、お詫びの上、経過説明を行い、返
納方法申出書と年金仮計算書を受付
し、過払い分については一括で返納し
ていただくことで了承を得ました。
○国民年金課にて第３号被保険者記
録の取消処理を行いました。
○機構本部に返納方法申出書と年金
仮計算書を添付し、再裁定を進達しま
した。

○お客様相談室の朝礼において、お
客様相談室長から今回の事象を職員
に説明し、年金裁定請求書を受付、進
達する際には、請求書及び加給年金
対象者等の年金加入期間の確認を慎
重に行うよう周知・徹底しました。 内

部

55

年金受給
選択申出
書処理時
における
補正漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部 2011年12月13日 2012年1月31日

○内部調査により、調査及び確認をしたとこ
ろ、年金受給選択申出書の補正処理を誤り、
過払いとなっていることが判明しました。

○年金受給選択申出書の処理時に、支給停
止の入力を誤ったため補正を行いましたが、
重複払い防止のための調整額入力を漏らし
てしまいました。
○また、決裁においても、見落していました。

1名 過払い 388,056

○お客様あてに、お詫びと過払い金の
返納についてのお願いを記載した文
書を、返納方法申出書とともに送付し
ました。
○お客様のご家族より電話があり、担
当者がお詫びしました。一括返納する
とのお申出があり、返送をお願いしま
した。
○お客様から返納方法申出書を受理
し、担当部署へ回付しました。

○今回の事象を職員に説明し、入力
時及び一覧表チェック時に、補正処理
に係るチェックを処理担当者及び決裁
者で徹底して行うこととしました。

内
部

17
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56

障害基礎
年金不支
給決定通
知書の承
認漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

茨城
事務
センター

2011年6月14日 2011年9月6日

○年金給付グループのミーティングに
て、今回の事象を職員に説明し、年金
請求に対する不支給分で国の承認を
受けて通知したものについて、傷病名
の漏れや通知内容に訂正が生じる場
合には、再度承認を受けた上で請求
人に出し直すものであることを周知し
ました。

内
部

○ブロック本部から、審査請求に係る意見書
の提出依頼があり、関係書類等をブロック本
部に提出したところ、誤って厚生労働省の承
認を受けずに不支給通知書の差替をしてい
たことが判明しました。

○心疾患の傷病名について、不支給決定通
知書を作成していましたが、障害基礎年金請
求書を再確認したところ、耳の疾患の診断書
が提出されており、心疾患と耳の疾患を併せ
てみても、障害基礎年金１、２級には該当せ
ず、不支給決定通知書に耳の疾患の傷病名
の追記が漏れていました。
○不支給決定通知の差替については、本
来、厚生労働省の承認を受けて再作成すべ
きところ、心疾患の傷病名に耳の疾患の傷
病名を追記し、再作成し、お客様及び市町
村・年金事務所に不支給決定通知書の差替
を依頼してしまいました。
○年金請求の不支給分の承認を受ける際
に、国民年金法施行令別表１・２級の障害に
該当しな と う理由 承認を受け たた

1名 ― 0

○ブロック本部に、審査請求事件の処
分理由変更の承認依頼を進達しまし
た。
○厚生労働省の承認が行われ、機構
本部より承認された旨の回答がありま
した。
○お客様及び市町村へ正しい不支給
決定通知書と返送依頼を文書で依頼
し、訂正前の不支給決定通知書を回
収しました。

57

年金受給
選択申出
書の確認
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 大曽根 2011年2月16日 2011年5月24日

○お客様より、「定額部分の受給が始まるた
め、年金受給選択申出書を提出したが、希
望した年金が振込されていないので確認して
ほしい」とのお申出がありました。
○確認したところ、年金受給選択申出書の確
認誤りが判明しました。

○お客様は、遺族年金より老齢年金の方が
支給総額が多くなりますが、税金等を考慮す
ると引き続き遺族年金を選択することとなり
ます。
○お客様は当初、金額の多い方を選ぶ意向
であったため、年金受給選択申出書の備考
欄に、支払額の多い方を選択しますとの印を
押し、その後押印したものを削除し忘れてし
まいました。
○相談受付票にも、税金等の面から遺族年
金を選択する旨の記載があり 担当者が見

1名 過払い 19,700

○担当者がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。ブロック本部と協
議することとしました。
○プロック本部より訂正処理可能との
回答があり、再裁定等訂正依頼を機
構本部に進達しました。
○訂正処理が完了し、支払時期が確
定したため、担当者がお客様に連絡
し、改めてお詫びの上、支払時期をお
伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室の朝礼にて、今回の
事象を職員に説明し、年金受給選択
申出書の記入方法について再度確認
を行い、お客様の意思をよく確認する
よう周知・徹底しました。

外
部

該当しないという理由で承認を受けていたた
め、傷病名の漏れを追記して再作成し、通知
の差替で可能と勘違いしてしまったためで
す。

金を選択する旨の記載があり、担当者が見
落したことによります。

○課内ミーティングにおいて、今回の
事象を職員に説明し、共済組合の記
録を統合する場合には、必ず機構本
部からの回答があってから行うことを
徹底しました。
○また、照会中のねんきん特別便回
答票等については、照会中の表記を
記載することとし、決裁時において必
ず照会・回答の有無を確認することと
しました。

内
部

○副所長がお客様に連絡し、お詫び
の上、説明しました。返納額、年金額
仮計算書及び返納方法申出書を送付
しました。
○お客様より、年金額仮計算書、返納
方法申出書が送付され、副所長がお
客様に電話し、再度お詫びの上、書類
を受理したことをお伝えし、了承を得ま
した。
○機構本部へ再裁定関係書類一式を
進達しました。
○再裁定の処理が完了し、副所長が
お客様に電話し、改めてお詫びの上、
機構本部より返納に係る納付書を送

○お客様より、ねんきん特別便の回答票を
受付し、農林共済組合期間に係る調査のた
め、旧社会保険業務センターに記録照会を
行いました。
○本来であれば記録照会の回答を受けた上
でお客様への回答文書を作成・送付すべきと
ころ、担当者が誤認したことにより、お客様に
当該記録については厚生年金の記録である
旨を文書で回答してしまいました。また、お客
様から再裁定申出書も受付してしまい、当該
記録を厚生年金記録として統合してしまいま
した。
○また、当該記録については、農林共済組
合により退職一時金が支払されており、年金

農林共済
組合期間
に係る年
金記録の
統合誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 港 2009年12月24日 2011年5月19日

○機構本部より、厚生年金被保険者記録に
関する回答があり、回答内容を確認したとこ
ろ、厚生年金記録の統合誤りが判明しまし
た。

1名 過払い 615,70058

機構本部より返納に係る納付書を送
付した旨を説明し、了承を得ました。

合により退職 時金が支払されており、年金
額には反映されない記録でした。
○担当者の誤認により記録整備がされてい
なかった記録を、機構本部から照会回答を受
ける前に統合してしまったことによるもので
す。

り
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

1名 未払い 2,689,8082011年6月30日

○街角の年金相談センターより、「年金請求
のため来所された方の配偶者様の老齢厚生
年金に加給年金が加算されていないので、
確認してほしい」との連絡がありました。
○確認したところ、遡及請求で定額部分支給
開始年齢を過ぎているにもかかわらず、老齢
厚生年金加給年金額加算開始事由該当届
（生計維持申立書）を受付していないことが
判明しました。

○定額部分支給開始年齢以降に老齢厚生
年金の請求があった場合、本来、老齢厚生
年金加給年金額加算開始事由該当届（生計
維持申立書）の提出が必要な旨、旧社会保
険事務所の担当者がお客様に説明の上受
理すべきところ、これを怠っていました。ま
た、旧裁定センターにおいても、本来、裁定
請求書の点検の際、当該届書の添付漏れを
旧社会保険事務所に連絡し、お客様より提
出を求めるべきところ、これを怠っていたた
め、加給年金が加算されていませんでした。
○年金請求書審査時の確認不足及び決裁
において、誤りに気付かなかったことによりま
す。

老齢厚生
年金裁定
請求書の
受付時の
確認漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

大阪
事務
センター

2007年2月8日59

○街角の年金相談センター長がお客
様に電話し、お詫びの上、経過を説明
しました。取扱いについて、機構本部
と協議することとしました。
○機構本部から処理可能との回答が
あり、再裁定書類一式を進達しまし
た。
○機構本部において、処理が完了し、
支払時期が確定したため、当事務セン
ターの担当者がお客様に電話し、改め
てお詫びの上、支払時期をお伝えし、
了承を得ました。

○今回の事象を年金給付グループの
職員に説明し、届書及び添付書類の
審査を慎重に行うよう周知・徹底しまし
た。

内
部

1,496,356

○街角の年金相談センター長に、今
回の事象を説明し、企業年金の記録
がある繰下げ希望者に対しては、繰下
げ請求を行うと厚生年金基金の年金
も支給停止される旨を正しく説明する
よう依頼しました。
○お客様相談室の会議で、今回の事
象を職員に説明し、電話や窓口対応
の際には、十分注意するよう徹底しま
した。

外
部

○年金事務所の担当者がお客様にお
詫びの上、経過を説明したところ、以
前より相談していて、厚生年金基金が
支給停止されることや受け取っていた
分の返納はないと聞いていた。６５歳
請求にしたいので繰下げ請求は取消
してほしいとのお申出があり、機構本
部と協議することとしました。
○機構本部より、繰下げ申出を取消
し、６５歳請求として取り扱う旨の回答
があり、街角の年金相談センター長に
情報提供しました。
○お客様あてに協議結果について文
書を送付し、了承する旨の連絡があり
ました。
○機構本部に繰下げ請求の取消及び
６５歳裁定請求処理依頼をするため

繰下げ請
求時にお
ける確認
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 八王子 2011年5月6日60 2011年7月26日

○お客様より、「企業年金連合会から、過払
いに係る返納についての通知が届いたの
で、確認してほしい」とのお問合せがありまし
た。
○確認したところ、街角の年金相談センター
において、繰下げ請求時に確認漏れがあっ
たことが判明しました。

○厚生年金基金の年金を受給されているお
客様が繰下げ請求を希望された場合には、
本来、繰下げ請求を行うと、厚生年金基金の
年金も支給停止される旨を説明すべきとこ
ろ、厚生年金基金の年金額に変更はないと
の誤った説明をし、請求書の受付時において
も、繰下げ意思確認書の説明を失念してしま
いました。
○街角の年金相談センターの職員の知識不
足による説明誤り及び請求書受付時におけ
る確認漏れが原因です。

1名 未払い

2011年8月3日

○事務センターより、「共済組合から、全部繰
上げより一部繰上げの方が有利な受給者の
方がいるので、裁定内容について確認してほ
しい」との連絡がありました。
○確認したところ、共済組合の特例で６２歳
から定額部分が支給されるお客様に、確認
漏れにより一部繰上げの説明を漏らしていた
ことが判明しました。

○全部繰上げ請求と一部繰上げ請求の両方
を説明すべきところ、全部繰上げ請求のみ説
明したことにより、全部繰上げ請求で老齢基
礎年金を請求し、裁定されました。
○共済組合の年金加入期間確認通知書の
裁定情報記載欄には、支給開始年齢の特例
該当有及び特例支給開始年齢６２歳との表
示がされており、それにより、一部繰上げの
説明もすべきところ、知識不足から全部繰上
げの説明のみを行ったものです。 1名 その他 751,388

共済年金
受給者に
係る繰上
げ請求の
確認漏れ
について

確
認
・
決
定
三重 伊勢 2011年2月28日61

○お客様あてにお詫びと全部繰上げ
から一部繰上げへの変更を希望され
るか確認の文書を送付したところ、全
部繰上げから一部繰上げへの変更希
望の申立書をお客様が持参されたた
め、担当者がお詫びの上説明し、了承
を得ました。過払い分については、今
後支払される年金で調整してほしいと
のお申出がありました。また、共済組
合へ連絡し、お詫びの上、変更希望の
申立書をお客様から提出していただい

○朝礼において、今回の事象を職員
に説明し、共済組合の特例該当者に
ついては、年金加入期間確認通知書
に記載があることを説明し、特に年金
加入期間確認通知書の裁定情報記載
欄を必ず確認するよう周知・徹底しま
した。

外
部

６５歳裁定請求処理依頼をするため、
関係書類一式を進達しました。
○６５歳請求としての裁定がされ、差
額分が支払されたことを確認しまし
た。

定
誤
り

申立書をお客様から提出していただい
たことを説明し、了承を得ました。
○ブロック本部を経由して機構本部に
協議したところ、訂正を認める旨の回
答があり、機構本部へ再裁定関係書
類を進達しました。
○再裁定の処理完了を確認しました。

部
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

1名 その他 2,902,679

○お客様相談室の会議にて、今回の
事象を職員に説明し、繰下げ請求した
場合の支給開始月について、再度確
認しました。
○また、相談事蹟により、先にお渡し
した届書がある場合、相談時にお客様
に提出状況の確認を行うよう周知しま
した。

内
部

○代理人より連絡があり、担当者がお
詫びの上、経過を説明し、６５歳からの
支給を希望されることを確認しました。
○機構本部に協議したところ、繰下げ
の処理を取消し、６５歳に遡って老齢
基礎年金を支給する旨の回答があり
ました。
○担当者が代理人に連絡し、再度お
詫びの上、協議の結果を説明し、了承
を得ました。また、過払い分について
は、支払時に調整することで了承を得
ました。
○再裁定関係書類一式を機構本部へ
進達しました。
○担当者が代理人へ連絡し、改めて
お詫び 上 支払時期をお伝えし 了

○お客様は６９歳１１ヵ月の方で、繰下げ請
求による増額率を年単位で計算される方で
あるにもかかわらず、繰下げ請求をした場
合、６９歳からの増額率により、６９歳に遡っ
て支給されると誤った説明を代理人に行い、
繰下げ請求書の提出をいただき、機構本部
へ進達しました。
○さらに、担当者がお客様あてに送付したお
詫びと説明の文書を代理人が持参し来所さ
れた際、繰下げ請求及び６５歳からの本来請
求について説明をしたところ、６５歳からの支
給を希望する旨のお申出があり、既に提出
があった繰下げ請求書の受付状況を確認せ
ず、老齢基礎年金裁定請求書６５歳支給を
受付し、機構本部へ進達してしまいました。
○担当者 繰 げ請求及び支給月

老齢基礎
年金繰下
げ請求に
係る処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 足立 2011年1月17日 2011年3月4日

○お客様から提出された老齢基礎年金裁定
請求書６５歳支給を機構本部へ進達したとこ
ろ、既に老齢基礎年金繰下げ請求書が受付
されているとのことで、返戻されました。
○確認したところ、お客様の代理人が来所さ
れた際に誤って繰下げ請求書を受付し、機
構本部へ進達していたことが判明しました。

62

2011年9月8日

○記録突合センターより連絡があり、お客様
の年金記録を確認したところ、第四種被保険
者期間の確認不足による裁定誤りが判明し
ました。

○平成９年に裁定された老齢年金について、
第四種被保険者期間が２２ヵ月分超過してい
ました。
○本来、記録訂正処理を行い、第四種被保
険者期間の２２ヵ月を削除して裁定すべきと
ころ、訂正処理を漏らしたまま裁定されてい
ました。
○裁定請求書の受付時及び請求書の審査
時に年金加入期間の確認不足があったこと
によります。

その他 849,940

第四種被
保険者期
間の確認
漏れによ
る老齢年
金の裁定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
宮城 石巻 1997年5月26日63

○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、お詫びの上説明し、了承を得たた
め、返納方法申出書等、関係書類を
提出していただきました。
○お客様より厚生年金保険料の還付
請求書の提出があり、事務センターへ
回付しました。
○記録補正の上、機構本部へ再裁定
関係書類を進達しました。
○機構本部において再裁定処理が行
われ 年金の過払い分は内払調整さ

○お客様相談室の朝礼において、今
回の事象を職員に説明し、年金請求
書の受付時における年金記録の確認
について周知・徹底しました。

内
部

お詫びの上、支払時期をお伝えし、了
承を得ました。

1名

○担当者の繰下げ請求及び支給月につい
て、知識が不足していたこと及び既に提出が
あった繰下げ請求書の受付の確認が漏れて
いたことによります。

名

○お客様相談室長より、今回の事象を
職員に説明し、基礎年金番号の確認
については、お客様に確認の上、氏名
索引による本人の情報と突合し、慎重
に処理するよう周知・徹底しました。

外

○担当者がＡ様に住所変更の有無を
お尋ねしたところ、変更がないとのお
申出があったため、処理を行った届書
を確認後、連絡することとしました。
○お客様相談室長がＡ様に電話し、お
詫びの上説明し、了承を得ました。原
因等の説明文書を送付してほしい旨
のお申出がありました。
○お客様相談室長がＢ様宅を訪問し、
お詫びの上説明し 了承を得ました。

年金受給
権者住所・
支払機関
変更届の
入力誤り
について

確
認
・
決 東京 板橋

○Ａ様より、「６５歳時の裁定ハガキが届かな
い」とのお申出がありました。
○確認したところ、誤って住所変更処理をし
ていたことが判明しました。

○Ｂ様から郵送にて提出のあった年金受給
権者住所・支払機関変更届に、基礎年金番
号と生年月日の記載がなかったため、氏名
索引を行い、同じ漢字の氏名であるＡ様の住
所変更内容について、誤って入力してしまっ
たものです。

定
誤
り

われ、年金の過払い分は内払調整さ
れていることを確認しました。
○事務センターより厚生年金保険料
の還付処理が完了した旨の連絡があ
りました。

2名 ― 0
外
部

お詫びの上説明し、了承を得ました。
また、誤った処理による送付物の有無
の確認を行ったところ、全て廃棄してし
まったとのことでした。
○Ａ様の住所の訂正を行い、Ｂ様の住
所変更を行いました。
○Ａ様あてにお詫びと原因の説明文
書を送付しました。

決
定
誤
り

東京 板橋 2008年11月5日64 2011年10月17日
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2011年6月9日

○厚生支局社会保険審査官に審査請求を提
出されている事案について、ブロック本部か
らの連絡により確認したところ、誤って当事務
センターで不支給処分決定を行い、お客様あ
てに通知書を送付していたことが判明しまし
た。

1名 ― 0

○今回の事象を職員に説明し、不支
給決定する際の事務処理について再
確認しました。

未支給年
金請求書
に係る処
分決定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

徳島
事務
センター

2011年5月2日

○お客様より、遺族年金請求書及び未支給
年金請求書の提出があり、実地調査等を
行った結果、不支給決定が妥当であると判
断されました。
○機構本部に遺族厚生年金及び未支給年
金請求について、不支給決定の承認依頼を
行い、承認されたため、請求者あてに事務セ
ンターから遺族厚生年金及び未支給年金請
求書の不支給決定通知を送付しました。
○本来であれば、未支給年金請求書につい
ては、機構本部に進達し、機構本部で処分
決定の上、不支給決定通知書を送付すべき
であるにもかかわらず、誤って事務センター
からお客様に送付してしまいました。
○未支給年金請求については、機構本部に
進達し 機構本部 お 処分決定する と

○年金給付グループ長がお客様に電
話し、お詫びの上、説明しましたが、ご
納得いただけませんでした。
○年金給付グループ長が事務セン
ターにおいて誤って処分決定した未支
給年金に係る不支給決定取消通知書
及び機構本部において処分決定され
た未支給年金の不支給決定通知書を
持参して、お客様宅を訪問し、改めて
お詫びの上説明し、了承を得ました。
○お客様から厚生支局に対し提出さ
れた審査請求を取下げ、新たに機構
本部から出された不支給決定通知書
を基に審査請求が行われました。
○社会保険審査官において、審査請
求棄却 決定が行われた とを確認

内
部

65

66

障害基礎
年金所得
状況届の
処理遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

宮城
事務
センター

2012年1月6日 2012年1月20日

○年金事務所で受付した受給権者所得状況
届を、当事務センターより機構本部へ進達し
ましたが、返戻されました。
○確認したところ、当事務センターで審査・入
力処理すべき書類を、誤って機構本部へ進
達していたことが判明しました。

○お客様より提出していただいた受給権者
所得状況届を、本来、当事務センターで処理
すべきところ、機構本部に進達してしまったた
め、平成２４年２月支払の入力期限が経過し
てしまい、処理遅延による未払いが発生しま
した。
○当事務センターにおいて、受付書類の取
扱いに認識誤りがあったことによります。

1名 未払い 493,050

○機構本部に連絡し、平成２４年３月
支払になるとの回答を得ました。
○担当者がお客様の代理人に電話
し、お詫びの上、経過を説明しました。
平成２４年３月支払にて了承を得たた
め、所得審査を行い、入力を完了しま
した。
○平成２４年３月支払予定であること
を確認しました。

○今回の事象を職員に説明し、当事
務センターで受付した書類の中で、障
害年金に関するものは、まず障害年
金担当チームに回付するよう事務処
理の流れを変更しました。
○また、他のチームの仕事の内容を
理解するため、勉強会を開くこととしま
した。

内
部

未支給年 ○区役所より 「お客様から受付した未支給 ○区役所で受付した未支給年金請求書・年 ○区役所の担当者がご遺族宅を訪問 ○区役所における書類の受渡し確認

進達し、機構本部において処分決定すること
を担当者が理解していなかったこと及び決裁
においても気付かなかったことによるもので
す。

求棄却の決定が行われたことを確認
しました。

67

未支給年
金請求書・
年金受給
権者死亡
届の回付
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

神奈川 川崎 2010年9月7日 2011年4月19日

○区役所より、「お客様から受付した未支給
年金請求書・年金受給権者死亡届の年金事
務所への回付が漏れていた」との連絡があ
り、未支給年金請求書・年金受給権者死亡
届の未処理が判明しました。

○区役所で受付した未支給年金請求書 年
金受給権者死亡届が、未処理のまま回付さ
れていませんでした。
○区役所における書類の受付確認と、当所
への書類回付の確認が不十分であったこと
によるものです。 1名 過払い 48,013

○区役所の担当者がご遺族宅を訪問
し、お詫びの上、説明しました。過払い
分の返納について説明したところ、了
承を得ました。
○区役所より、未支給年金請求書・年
金受給権者死亡届の回付がありまし
た。
○区役所より、返納方法申出書の回
付があり、機構本部へ進達しました。

○区役所における書類の受渡し確認
を徹底するよう、強く要請しました。
○区役所から、新たに管理簿を設置
し、受渡しの確認を徹底するよう改善
したとの報告がありました。
○今回の事象をお客様相談室の職員
に説明し、受付した書類については滞
留を生じさせることのないよう注意喚
起しました。

外
部

年金受給
権者住所・
支払機関
変更届に
係る口座
番号の入
力誤りに

入
力

○金融機関より、「お客様から、平成２３年６
月分の年金振込がされていないので、確認し
てほしい」との連絡がありました。
○確認したところ、年金受給権者住所・支払
機関変更届に係る口座番号の入力を誤って
いたことが判明しました。

○当所において、年金受給権者住所・支払
機関変更届を郵送受付し、金融機関変更処
理の際に、口座番号を誤って入力してしまい
ました。
○入力時の口座番号の確認不足と入力後の
決裁において誤りに気付かなかったことによ
ります

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上説明し、振込不能と
なった年金については、再振込の処理
をするので、再振込の時期が分かり次
第連絡することを約束しました。
○正しい口座番号を入力しました。
○支払予定を確認し お客様相談室

○今回の事象を職員に説明し、入力
時には細心の注意を払うこと及び入力
後の処理結果リストの確認について、
複数名で行うよう周知・徹底しました。

外
68 力誤りに
ついて

力
誤
り

三重 津 2011年5月16日 2011年6月16日 ります。 1名 未払い 337,101 ○支払予定を確認し、お客様相談室
長がお客様に電話し、再度お詫びの
上、支払予定をお伝えし、了承を得ま
した。
○お客様相談室長がお客様に電話
し、振込されたことを確認しました。

外
部

21
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69

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知
らせの作
成誤りに
ついて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

ブロック
本部

四国 2011年6月20日 2011年7月21日

○お客様から提出された年金記録に関する
紙台帳等の調査結果に対する回答書等につ
いて、内容確認を行ったところ、通知書の作
成誤りが判明しました。

○被保険者種別が訂正となるお客様への通
知書については、本来、手作成すべきとこ
ろ、誤って紙台帳検索システムによる機械作
成の通知書を作成してしまいました。
○また、入力終了後、確認の際にも誤りに気
付かず送付してしまったものです。 1名 ― 0

○記録突合センターの担当者がお客
様に電話し、お詫びの上、説明し、誤
りを訂正する通知を送付することで了
承を得ました。
○誤りを訂正する通知をお客様あてに
送付しました。

○記録突合センターでミーティングを
行い、今回の事象を職員に説明し、今
後同様の誤りがないよう、確認をより
一層慎重に行うよう周知しました。

内
部

70

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知

通
知
書
等
の
ブロック 北関東

2011年6月10日 2011年8月17日

○紙台帳とコンピュータ記録の突合せをし、
お客様へ訂正箇所と年金見込額をお知らせ
しました。
○お客様からの調査結果に対する回答に基
づき 記録補正処理を行うための確認をした

○コンピュータ上の昭和４５年１０月の月額変
更は紙台帳に記載がないため、取消して年
金額の試算をしなければならなかったとこ
ろ、それを取消せずに試算をし、通知を送付
してしまいました。 1名 0

○記録突合センターの担当者がお客
様に電話し、お詫びの上説明し、正し
い内容に訂正した通知を後日送付す
ることで了承を得ました。
○通知の訂正を行い お客様あてに

○記録突合センターにおいて、今回の
事象を職員に説明し、審査の確認は
慎重に行うよう注意喚起しました。

内
70 果のお知
らせの作
成誤りに
ついて

の
作
成
誤
り

ブ ック
本部
北関東
・信越

2011年6月10日 2011年8月17日 づき、記録補正処理を行うための確認をした
ところ、お客様へ通知した年金記録の訂正内
容と年金額の試算が誤っていたことが判明し
ました。

してしまいました。
○また、決裁においても見落していました。

1名 ― 0 ○通知の訂正を行い、お客様あてに
送付しました。

内
部

71

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知
らせの作
成誤りに
ついて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

ブロック
本部
北関東
・信越

2011年10月11日 2012年1月12日

○紙台帳とコンピュータ記録の突合せをし、
お客様へ訂正箇所と年金見込額をお知らせ
しました。
○お客様からの調査結果に対する回答に基
づき、記録補正処理を行うため記録の確認を
したところ、内容に誤りがあったことが判明し
ました。

○被保険者名簿の報酬欄に、昭和５１年７月
(３０千円）の記載があったため記録の追加を
行いましたが、これは健康保険の下限の改
定であるため、通知不要とするべき案件でし
た。
○記録突合時の見落しと、その後の決裁で
気付かなかったことによります。

1名 ― 0

○記録突合センターの担当者がお客
様に電話し、お詫びの上、送付した通
知を後日返却していただくことで了承
を得ました。
○お客様あてにお詫びと説明の文書
を送付しました。
○誤って送付した通知について、紛失
された旨の届書がお客様から提出さ
れました。

○記録突合センターにおいて、今回の
事象を職員に説明し、審査の確認は
細心の注意を払うよう周知・徹底しまし
た。

内
部

年金記録 ○お客様あてに年金記録に関する紙台帳等 ○お客様の年金記録が訂正されることに伴 ○記録突合センターの担当者がお客 ○記録突合センターにおいて、今回の

72

年金記録
に関する
紙台帳等
の調査結
果のお知
らせの作
成誤りに
ついて

通
知
書
等
の
作
成
誤
り

ブロック
本部

東北 2011年8月1日 2012年1月13日

○お客様あてに年金記録に関する紙台帳等
の調査結果のお知らせを送付し、お客様から
回答書を受理し、機構本部にお客様からの
回答書に基づき作成・回付された国民年金・
厚生年金保険再裁定報告書を進達しました
が、返戻されました。
○確認したところ、年金試算額に誤りのあっ
たことが判明しました。

○お客様の年金記録が訂正される とに伴
い、年金額の増額分と減額分が相殺され、本
来、年金額が変わらないところ、減額分を考
慮せずに年金額を試算してしまい、そのこと
に気付かないまま、お客様へ通知を送付して
しまったものです。
○年金額試算時及び最終確認時における確
認不足により、年金試算額の誤りを見つけら
れなかったことによります。

1名 ― 0

○記録突合センタ の担当者がお客
様に電話し、お詫びの上、説明しまし
た。また、改めてお詫びの手紙と書類
を回収する旨をお伝えしたところ、既に
廃棄してしまったとのことで、廃棄され
たことを確認する申立書を送付し、返
送していただくことで了承を得ました。
○お客様から、送付書類廃棄につい
ての申立書を受理しました。

○記録突合センタ において、今回の
事象を職員に説明し、確認を徹底し、
誤りの発生をなくすよう注意喚起する
とともに、常に緊張感を持って業務に
当たるよう指示しました。

内
部

○グループの対策会議にて、今回の
事象を職員に説明し、文書発送の方
法について話し合いを行い、手順の見
直しを行いました。

○担当者がＡ様に電話し、お詫びの
上、説明しました。通知の差替に来る
ようにとのお申出がありました。
○担当者がＢ様に電話し、お詫びの
上、説明しました。Ａ様の通知書を返
送する旨のお申出がありましたので、

○年金事務所より、「Ａ様からＢ様の不支給
通知書が届いたとのお申出があった」との連
絡がありました。
○確認したところ、Ａ様とＢ様に送付した通知
書を入れ間違って送付していたことが判明し
ました。

○本来であれば、文書を発送する際に２名以
上で封入物の確認を行った上で封入すべき
ところ、２名で通知書の確認を行っただけで、
封入する際の確認を怠ってしまいました。
○封をする際の再度の確認を怠ったためで
す。

障害基礎
年金不支
給決定通
知書の誤
送付につ
いて 誤

2012年1月23日 0
外
部

返信用の封筒及び通知書の写しを送
付しました。通知書の原本は、回収次
第、改めて送付することで了承を得ま
した。
○Ｂ様より、Ａ様の通知書の返送があ
り、担当者がＡ様宅を訪問し、改めて
お詫びの上、通知書の差替を行い、了
承を得ました。
○Ｂ様あてに通知書を送付しました。

2012年1月26日 2名 ―

誤
送
付
・
誤
送
信

茨城
事務
センター

73

22
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74

第三者行
為事故に
関する文
書の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

本部
業務
渉外部

2011年4月25日 2011年5月6日

○Ａ様より、「別人の第三者行為事故に関す
る書類の提出等について（照会）が混入され
ていた」とのお申出があり、誤送付が判明し
ました。

○Ｂ様に送付すべき書類を、同時期に発送し
たＡ様の照会文書に混入し、送付してしまい
ました。
○一括で照会文書を発送する際は、二重
チェックを行っていましたが、見落したことに
よるものです。 2名 ― 0

○担当者がＡ様にお詫びの上、誤送
付したＢ様の書類の返送をお願いし、
了承を得ました。
○Ａ様あてにお詫びの手紙と返信用
封筒を送付し、Ａ様から返送があり、Ｂ
様あてに送付しました。
○担当者がＢ様に電話し、お詫びの上
説明し、了承を得ました。

○今回の事象を職員に説明し、さらに
二重チェックの強化を図るよう、また、
発送予定の件数と実際の発送件数が
一致していることを確認した上で発送
することとしました。 外

部

○年金事務所より、「Ａ様からＢ様の時効特
例給付支払決定通知書が送付されていると
のお申出があり、確認してほしい」との連絡
がありました。
○確認したところ 時効特例給付支払決定通

○委託業者より、時効特例給付支払決定通
知書と支払内訳書及び遅延特別加算金支払
決定通知書を送付しましたが、封入の際に、
Ｂ様の時効特例給付支払決定通知書をＡ様
あての封筒に混入してしまいました

時効特例
給付支払
決定通知
書の誤送
付につい

○年金事務所の担当者がＡ様に電話
し、お詫びの上、説明しました。Ｂ様の
時効特例給付支払決定通知書を返送
していただくことで了承を得たため、Ａ
様あてにお詫びの手紙と返送用の封

○委託業者に今回の事象を説明し、
再発防止策を含む報告書の提出を指
示しました。
○委託業者から、担当者全員に注意
喚起し 役割 責任の明確化を図り

配偶者加
給年金額
に係る過
払い額の
説明誤り 説

○お客様より、生計維持確認届の提出の有
無についてお問合せがあり、年金相談来所
時の相談履歴を確認したところ、配偶者加給
年金の返納金額について説明を誤っていた
ことが判明しました

○返納いただく配偶者加給年金額の算出の
際、本来、５８ヵ月分で計算すべきところ、４
６ヵ月分で計算し、誤った金額で説明してしま
いました。
○担当者が返納金額を計算する際に １２

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上説明したところ、来所す
る旨のお申出があり、お願いしました。
○お客様が来所され、副所長とお客様
相談室長が改めてお詫びの上 詳細

○お客様相談室長がお客様相談室の
ミーティングにおいて今回の事象を職
員に説明し、お客様に返納金額の説
明を行うときは事前に複数名の職員に
よる確認の実施について 周知 徹底

2012年1月10日

○確認したところ、時効特例給付支払決定通
知書の誤送付が判明しました。

あての封筒に混入してしまいました。
○また、委託業者の二次チェックにおいても
確認が漏れていました。

0

付につい
て 誤

送
付
・
誤
送
信

本部 支払部 2012年1月6日

様あてにお詫びの手紙と返送用の封
筒を送付しました。
○Ａ様より、Ｂ様の時効特例給付支払
決定通知書の返送がありました。
○担当者がＢ様に電話し、お詫びの
上、説明しました。時効特例給付支払
決定通知書を送付することで了承を得
ました。
○Ｂ様あてに時効特例給付支払決定
通知書とお詫びの手紙を送付しまし
た。

喚起し、役割・責任の明確化を図り、
再発防止に努めるとの報告がありまし
た。

外
部

2名 ―75

76

説明誤り
について

説
明
誤
り

群馬 桐生 2011年12月19日 2012年1月5日

ことが判明しました。 ○担当者が返納金額を計算する際に、１２ヵ
月間短く計算してしまったものです。

1名 ― 0

相談室長が改めてお詫びの上、詳細
な経過説明を行い、了承を得ました。
過払い額の返納方法は、既に提出さ
れた現金一括返納希望のままでよい
とのお申出がありました。

よる確認の実施について、周知・徹底
しました。 外

部

77

障害基礎
年金受給
に係る納
付要件の
説明誤り
について

説
明
誤
り

宮崎 高鍋 2011年11月4日 2012年1月19日

○不支給決定通知書が送付されことにより、
お客様が来所されました。
○確認したところ、納付要件を満たしていな
いにもかかわらず、満たしているとの回答を
行ったことにより、障害基礎年金請求書を提
出させていたことが判明しました。

○お客様から、障害基礎年金の手続きにつ
いて相談の際、本来、初診日を特定し、納付
要件を確認すべきところ、お客様のお申出の
あった初診日のみで納付要件を説明し、診
断書等の提出を求めたことによります。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しましたが、ご納得いただけません
でした。請求に要した経費等について
支払してほしいとのお申出がありまし
たが、支払できないことをお伝えしまし
た。
○所長がお客様と面談し、改めてお詫
びの上、お詫びの文書を手渡し、説明
誤りの経緯、納付要件、再発防止、経
費等の支払はできない旨の説明を行

○お客様相談室において、今回の事
象を職員に説明し、障害年金の支給
要件について再確認しました。
○また、納付要件チェックシートの活
用と複数名の職員による確認を徹底
することとしました。 外

部

費等の支払はできない旨の説明を行
い、了承を得ました。
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78

６５歳以降
の遺族厚
生年金見
込額の説
明誤りに
ついて 説

明
誤
り

愛知
名古屋
西

2011年6月23日 2012年1月14日

○お客様の代理人より、「遺族厚生年金の請
求手続きをした際に説明を受けた遺族年金
の額と、再度来所した際に説明を受けた額が
違う」とのお申出がありました。
○確認したところ、遺族年金請求時の見込額
の計算誤りが判明しました。

○本来、お客様の遺族厚生年金額のうち寡
婦加算額が、６５歳以降は経過的寡婦加算
額に変更となる旨を説明すべきところ、誤っ
て寡婦加算額と経過的加算額が加算される
と説明してしまいました。
○また、遺族厚生年金額から老齢厚生年金
額が調整される旨の説明を漏らしたことによ
ります。

1名 ― 0

○お客様相談室長がお客様の代理人
に電話し、お詫びの上、説明しました。
納得できるものではないが、抗議して
も受給額が変わるものでもないことは
承知している、今後このようなことが二
度と起こらないようにしてほしい、本人
にも説明をしてほしいとのお申出があ
りました。
○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上、職員に注意喚起を行
い、再発防止に努めることをお伝えし、
了承を得ました。

○今回の事象を職員に説明し、見込
額の計算においては、細心の注意を
払うよう周知・徹底しました。

外
部

障害基礎
年金請求

○お客様から障害基礎年金の請求書の提出
があり 確認したところ 障害基礎年金の請

○お客様が障害基礎年金請求手続きの相談
の際に 老齢基礎年金を繰上げ請求してい

○担当者がお客様にお詫びの上、請
求権がないことを説明したところ 了承

○今回の事象を職員に説明し、再発
防止のため必ず二重チェックを行うこ

79

年金請求
に係る説
明誤りに
ついて

説
明
誤
り

愛知
名古屋
西

2011年10月13日 2012年1月24日

があり、確認したところ、障害基礎年金の請
求ができないことが判明しました。

の際に、老齢基礎年金を繰上げ請求してい
ること及び初診日が繰上げ請求日後である
ことを確認しなかったことにより、誤って請求
手続きを説明したことによります。

1名 ― 0

求権がないことを説明したところ、了承
を得ました。
○同日、お客様のご家族から電話が
あり、請求できないことは理解したが、
この請求に係る費用について弁済して
ほしいとのお申出があり、お客様相談
室長が改めてお詫びの上、弁済はで
きないことを説明し、今後、再発防止
に努めることをお伝えし、了承を得まし
た。

防止のため必ず二重チェックを行うこ
ととし、相談の際には別の職員に確認
するよう周知・徹底しました。

内
部

○お客様相談室の朝ミーティングにお
いて、今回の事象を職員に説明し、老
齢基礎年金及び老齢厚生年金受給者
の障害年金申請の際は、初診日の年
齢を確認することを改めて徹底しまし
た

○担当者がお客様にお詫びの上説明
しましたが、納得していただけず、実費
の補償を求められましたが、補償はで
きない旨を説明しました。お客様より、
今回の誤りについて職員をどのように
指導するのか また 実費を補償でき

障害厚生
年金請求
時の説明
不足につ
いて

○障害厚生年金の決定通知書を受け取られ
たお客様が来所され、「支給額が０円である
ので、確認してほしい」とのお申出がありまし
た。
○確認したところ、障害厚生年金を請求して
も初診日が６５歳以降での請求であるため障

○障害厚生年金の裁定請求書を受付した
際、初診日が６５歳以降であるため、障害基
礎年金が発生しないことの説明を漏らしてい
ました。
○障害基礎年金には該当しないことにより、
現在受給中の年金額の方が高いという説明

81

在職老齢
年金見込
額の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

愛知 一宮 2011年10月25日 2012年1月13日

○お客様より、「支払通知に記載されている
金額が、昨年説明を受けた金額と全く違う」と
のお申出がありました。
○確認したところ、誤った試算及び説明をし
ていたことが判明しました。

○お客様は６５歳になられた方で、６０歳以降
の在職老齢年金は標準報酬が最高額のた
め全額支給停止であり、遡及支払分はない
旨を説明すべきところ、６０歳で資格喪失との
条件で見込額を算出し、５年遡及して支払が
行われるとの誤った説明をしていました。
○担当者の知識不足によるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びの上、説
明しました。支払されないことについて
ご理解をいただき、職員指導を徹底す
るようにとの要請がありました。

○今回の事象を職員に説明し、見込
額に関することは、必ずお客様相談室
職員の確認を得た上でお客様に説
明、交付を行うよう徹底しました。

外
部

1名 ― 0

た。

外
部

指導するのか、また、実費を補償でき
ない旨を文書にして回答するよう求め
られました。
○お詫びと回答の文書をお客様あて
に送付しました。
○その後、お客様からお問合せはあり
ませんが、お問合せ等があった場合、
引き続き対応していくこととしました。

説
明
誤
り

茨城 土浦 2010年8月23日 2011年2月7日

も初診日が６５歳以降での請求であるため障
害基礎年金が発生せず、現在受給されてい
る老齢年金の額を上回る可能性がなかった
ことが判明しました。

現在受給中の年金額の方が高いという説明
が漏れていたためです。

80
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2011年6月21日

○お客様より、厚生年金加入記録のお知ら
せの回答が送付され、厚生年金期間が自分
の記録ではないと記載がありました。
○確認したところ、別人の記録がお客様の記
録に統合されていることが判明しました。

○町役場において、お客様から老齢基礎年
金裁定請求書を受付し、当所に回付され、審
査の過程において、お客様の記録と思われ
る厚生年金記録が判明したため、お客様の
記録として記録統合を行いました。本来であ
れば、お客様に十分な記録確認を行い統合
するところ、その確認ができていなかったた
め、別人の記録を統合してしまったもので
す。
○担当者が、お客様に十分な確認を行わず
記録統合したことと、決裁時においても見落
していたことによります。

2名 その他 9,814

被保険者
記録の統
合誤りに
ついて

記
録
訂
正
誤
り

高知 南国 2006年3月30日82

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びの上説明し、老齢厚生年金
の過払い分は今後支払される年金で
調整すること及び還付した国民年金保
険料の返納について、了承を得まし
た。
○お客様の記録を訂正し、年金額仮
計算書及び返納金の納付書をお客様
あてに送付しました。
○国民年金保険料の返納金が納付さ
れていることを確認した上で、機構本
部へ再裁定を進達しました。
○老齢厚生年金の過払いについて、
平成２３年１０月支払の年金で調整さ
れていることを確認しました。
○誤 記録統合した別人 記録

○お客様相談室長が、朝礼にて今回
の事象を職員に説明し、年金記録の
本人確認の際には、十分な確認を行
い統合するよう周知・徹底しました。

外
部

2名 その他 38,733

○お客様相談室の会議において、今
回の事象を職員に説明し、記録統合
の際は職歴等を必ず確認するよう周
知・徹底しました。

外
部

○お客様相談室長がＢ様宅を訪問し、
お詫びの上、経過を説明し、了承を得
たため、年金額仮計算書及び返納方
法申出書を受理しました。
○ブロック本部と協議し、訂正処理が
可能であり、国民年金保険料を誤還
付した期間の納付記録の追加を行
い、関係書類を機構本部に進達する
旨の回答があり、納付記録の追加を
行い、機構本部へ関係書類を進達し
ました。
○他年金事務所の担当者がＡ様にお
詫びの上 経過を説明し 了承を得ま

年金記録
の統合誤
りについて

記
録
訂
正
誤
り

福島
東北
福島

1989年12月21日 2011年7月22日

○Ａ様より、他の年金事務所において、年金
請求の際に厚生年金加入期間のお申出があ
りました。
○確認したところ、Ａ様の記録が、同姓同名
のＢ様の記録として統合されていることが判
明しました。

○Ｂ様の老齢年金が裁定された際、厚生年
金期間と重複した国民年金期間について、
記録訂正したことにより、国民年金保険料の
誤還付及び老齢年金の過払いによる返納が
発生しました。
○Ｂ様の厚生年金加入記録の統合処理を
行った際の確認不足により、誤ってＡ様の記
録を統合してしまいました。

○誤って記録統合した別人の記録に
ついては、特定できないため、元の記
録に戻しました。

83

外

○Ｂ様から提出された共済組合等加入記録
回答票により、本来、勤務先名称と所在地を
確認の上統合すべきところ、確認不足によ
り、Ａ様の記録を誤って統合していました。
○そのことにより、本来の共済記録の持ち主
であるＡ様ではなく、Ｂ様の記録として統合し
たことを共済組合に情報提供したため、記録
統合後に再度共済組合に加入したＡ様の記
録についても、Ｂ様の記録として収録されて
おり、Ａ様の年金記録に共済記録が反映して

別人記録
の統合誤
りについて

記
録
訂 記録

○年金事務所より、「Ａ様から、国民年金加
入の第１号・第３号被保険者資格取得勧奨
状が届いたことについてお問合せがあり、確
認してほしい」との連絡がありました。
○確認したところ、Ａ様の共済記録をＢ様の
年金記録として誤って統合したことにより、国
民年金加入の第１号・第３号被保険者資格
取得勧奨状を送付していたことが判明しまし
た。

○担当者がＡ様に電話し、お詫びの
上、説明しました。記録整備を行い、
正しく反映した被保険者記録照会回答
票を送付することで了承を得ました。
○担当者がＢ様に電話し、お詫びの
上、説明しました。共済組合に加入し
ていないことを確認し、記録整備を行
い、国民年金保険料の納付書を送付
することで了承を得ました。
○担当者が共済組合に電話し、お詫

○今回の事象を職員に説明し、ご本
人様のお申立により共済記録を統合
する際には、勤務先名称と所在地の
確認を慎重に行うよう周知・徹底しまし
た。
○現在委託を行っている業者に今回
の事象を説明し、ご本人様のお申立に
より共済記録を統合する際には、勤務
先名称と所在地の確認を慎重に行う
よう申し入れました。

詫びの上、経過を説明し、了承を得ま
した。また、記録整備を行い、老齢年
金が裁定されていることを確認しまし
た。
○Ｂ様の再裁定処理が機構本部にお
いて完了したことを確認しました。

り

外
部

おり、Ａ様の年金記録に共済記録が反映して
おらず、年金に加入していないものとして国
民年金加入の第１号・第３号被保険者資格
取得勧奨状が送付されたものです。
○委託業者における統合時の確認不足によ
ります。

訂
正
誤
り

本部
記録
管理部

2009年10月28日 2011年10月20日

○担当者が共済組合に電話し、お詫
びの上説明し、誤った情報提供の取
扱いについて、文書を送付しました。
○Ａ様とＢ様の記録を整備し、Ａ様あ
てに被保険者記録照会回答票を送付
しました。
○Ｂ様の国民年金に係る処理を管轄
する年金事務所に依頼し、Ｂ様あてに
納付書が送付されたことを確認しまし
た。

2名 未徴収 286,340

よう申し入れました。
84
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85

業務目的
外閲覧に
ついて

事
故
等
福岡 八幡 2010年10月18日 2010年11月15日

○年金記録課のミーティング時に、自己の記
録であろうとも氏名索引してはいけない旨の
周知を行ったところ、職員より、自身の記録を
氏名索引したことの申出があり、業務目的外
閲覧が判明しました。

○当該職員は、採用時に自身の記録確認は
できないことの研修を受けていましたが、年
金記録を確認するため、自身の氏名索引を
行ったものです。

1名 ― 0

○副所長が当該職員から聴き取りを
行い、自己の記録であっても氏名索引
はできないことを再度注意喚起しまし
た。
○当該職員が、他に業務目的外閲覧
をしていないことを確認しました。

○所長より管理者に対し、氏名索引等
の個人情報保護の遵守を徹底するよ
う指導しました。
○全職員に対し、個人情報保護の研
修を行い、再発防止を行いました。

内
部

○年金相談業務に従事した社会保険労務士
が窓口装置の操作の練習として、自らの氏
名・生年月日により氏名索引を行ったもので
す。
○個人情報に関しては、根拠のない氏名索
引をしてはいけないことは理解していました
が、自己の記録は勝手に閲覧してもよいもの

○所内役付会議で、今回の事象を説
明し、全体朝礼において、今回の事象
を職員に説明し、業務目的外閲覧の
再発防止について周知・徹底しまし
た。
○社会保険労務士会に対し、今回の
事象を説明し、再発防止策を含む顛

○副所長より、社会保険労務士会に
事象を連絡し、顛末書の提出がありま
した。
○当該社会保険労務士に係る氏名索
引届書処理結果リストを確認しました
が、他に業務目的外閲覧はありませ
んでした。

業務目的
外閲覧に
ついて

事

○お客様相談室長が氏名索引届書処理結
果リストの点検において、年金相談業務を委
託している社会保険労務士の氏名を発見し
ました。
○社会保険労務士に確認したところ、業務目
的外閲覧が判明しました。

87

業務目的
外閲覧に
ついて

事
故
等
千葉 佐原 2011年5月30日 2011年5月31日

○氏名索引届書処理結果リストを点検した
際、氏名索引入力者本人の氏名を発見しま
した。
○確認したところ、自身の氏名索引を行って
いたことが判明しました。

○社会保険労務士会の窓口装置研修があ
り、受講した社会保険労務士が研修内容の
練習のため、年金事務所勤務の初日に、自
身の氏名索引を行ってしまいました。
○本人の氏名索引はたとえ自身の記録で
あっても業務目的外閲覧行為に当たることの
認識不足及び社会保険労務士会の個人情
報保護管理に係る周知・研修が不十分で
あ たことによります

1名 ― 0

○当該社会保険労務士に聴き取り調
査を行い、事実確認をしました。
○また、社会保険労務士会に、今回の
事象は業務目的外閲覧行為に当たる
ことを知らせ、再発防止策を含む顛末
書の提出を要請しました。
○当該社会保険労務士については、
窓口装置を操作しての年金相談業務
は行わないこととしました

○社会保険労務士会においては、事
象発生後の窓口装置研修受講者に対
し、個人情報の取扱いについての研
修を行い、また、窓口相談員全員に対
し、改めて個人情報の取扱いについて
の研修を実施したとの報告がありまし
た。

内
部

と誤った認識をしていたことによります。
1名 ― 0

末書の提出を要請しました。
○社会保険労務士会より、年金相談
に就いている担当者全員に書面により
注意喚起し、今後においても、個人情
報の取扱いについて研修会等で徹底
する旨の報告がありました。

内
部

○当該社会保険労務士に厳重注意が
行われ、機構との契約に基づく年金相
談には平成２２年度内は就かないよう
勧告し、併せて今後１年間は社会保険
労務士会の年金相談業務にも配置し
ないことが勧告された旨の報告があり
ました。

事
故
等
長野 松本 2010年12月3日 2010年12月13日86

あったことによります。 は行わないこととしました。

88

年金見込
額試算専
用ダイヤ
ルの不通
について

事
故
等
本部

年金
相談部

2012年1月14日 2012年1月14日

○第１コールセンターの委託業者の管理者よ
り、「年金見込額試算専用ダイヤルに入電で
きない状況にある」との連絡があり、年金見
込額試算専用ダイヤルが繋がらないことが
判明しました。

○電話交換機が故障したことによるもので
す。
○また、復旧作業を依頼しましたが、電話回
線を管理している保守委託業者が判断を誤
り、復旧が遅延してしまいました。

77名 ― 0

○保守委託業者が対応して、事象発
生から３時間後に復旧しました。
○復旧後に再度電話をいただいたお
客様に、担当者がお詫びの上説明し、
了承を得ました。

○電話交換機故障の再発防止のた
め、該当回路の交換を実施しました。
○保守委託業者より、不具合発生連
絡を受けた場合、迅速かつ正確な判
断を行い、対応する旨の報告がありま
した。

内
部

○朝礼時に、身分証明書の適切な管
理について、グループ内の全職員に
周知するとともに、館内にいるときは、
所定の位置に身につけるよう周知・徹
底しました。

内

○判明後、すぐトイレとその周辺、事
務室について、徹底した捜索を行いま
したが、発見に至りませんでした。ま
た、ビルの管理室に対し、身分証明書
等をビル内において紛失した旨を報告
し、ビルの清掃時等において、発見さ
れたり、届出があった場合は、連絡を

身分証明
書の紛失
について

事
事務

○職員より、身分証明書入りのフォルダーを
紛失したとの報告がありました。

○トイレに行き、身分証明書入りのフォル
ダーを外しポケットに入れましたが、自席に
戻ってしばらくして、紛失していることに気付
きました。
○職員の管理不足によるものです。

1名 ― 0
内
部

れたり、届出があった場合は、連絡を
受けることとしました。
○再度事務室及びトイレとその周辺を
捜索しましたが発見できず、また、ビル
の管理室にも届出がないことから、警
察へ遺失届を提出しました。
○身分証明書の再交付申請を依頼し
ました。

事
故
等
大阪

事務
センター

2011年10月3日 2011年10月3日89
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90

身分証明
書の紛失
について 事

故
等
本部

基幹
システム
開発部

2012年1月27日 2012年1月30日

○職員からの申出により、身分証明書の紛
失が判明しました。

○月曜日に出勤したときに身分証明書がな
く、自宅に忘れたと思い、帰宅後週末に使用
したカバン等を確認したところ、身分証明書
がないことに気付きました。
○職員の管理不足によるものです。

1名 ― 0

○自宅、通勤経路及び立ち寄り先等を
探しましたが、見つかりませんでした。
○警察に遺失物届を提出しました。
○身分証明書の再交付を申請しまし
た。

○今回の事象を職員に説明し、身分
証明書を保管する際は、一定の場所
に保管するよう周知・徹底しました。

内
部

91

不審電話
について

事
故
等
佐賀 佐賀 2011年7月27日 2011年7月27日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○日本年金機構職員を名乗る男から、８月１
５日に年金が支払になりますとの電話連絡
があり、その後、株券はお持ちですか等の話
を切り出したため、不審に思い電話を切った
とのことでした。 1名 ― 0

○日本年金機構職員から年金受給者
の方へ個別に電話により年金の支払
日を連絡することはないこと、不審な
電話と思われるため十分注意いただく
ようお伝えしました。

○日本年金機構内部にお客様に注意
を促すように指示しています。
○日本年金機構ホームページに、不
審電話及び不審な訪問に関する注意
を促すコーナーを作成しています。

事
件
等

92

不審電話
について

事
故
等
兵庫 姫路 2011年10月6日 2011年10月6日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○市役所の医療課を名乗る者より、平成１７
年から平成２２年までの健康保険医療費４
９，０００円の払戻しがあるため還付する、以
前案内書を送付しているので、詳しくはフリー
ダイヤルに電話して確認するようにとの内容
とのことでした。

3名 ― 0

○同様の電話が多発しているため、折
り返しの電話はしないよう注意喚起
し、不審に思った場合は当所へ連絡し
ていただくようお伝えしました。

○同上

事
件
等

93

不審電話
について

事
故
等
奈良 桜井 2011年11月7日 2011年11月7日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○市役所を名乗る者から、医療費の控除の
ため、社会保険事務局あて電話するようにと
のことであったが、市役所と名乗ったが、どこ
の市役所か名乗らなかったことなどから、不
審に思ったとのことでした。 1名 ― 0

○現在、社会保険事務局は存在しな
いことを説明し、今後も気を付けるよう
注意喚起しました。

○同上

事
件
等

不審電話 ○お客様より、「不審な電話があったので、
確 た お 合 があ ま た

○社会保険事務所職員のウチダと名乗る者
療費 還 を う 銀

○現在、社会保険事務所は存在しな
また 療費 還 年金事

○同上

94

について

事
故
等
岡山 倉敷東 2012年2月6日 2012年2月6日

確認したい」とのお問合せがありました。 から、医療費の還付を行うので、銀行のＡＴ
Ｍで操作してほしい、それができないのなら
ば口座番号を教えてほしいという内容で、お
客様は不審に思い、分からないと回答したと
のことでした。

1名 ― 0

いこと、また、医療費の還付は年金事
務所で行っていないことをお伝えしま
した。 事

件
等

95

不審電話
について

事
故
等
島根 松江 2012年2月17日 2012年2月17日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○社会保険事務局のアベと名乗る男から、
医療費還付の通知を送付したが、まだ返答
がない、還付金額は４８，１７０円になるの
で、すぐにフリーダイヤルに電話するようにと
の電話があったとのことでした。 1名 ― 0

○現在、社会保険事務局は存在しな
いこと、電話で還付金の話はしないこ
とをお伝えし、不審な電話には回答し
ないよう注意喚起を行いました。

○同上

事
件
等

不審電話
について

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました

○日本年金機構を名乗る女から、録音され
た女性の声で △△様の国民年金番号を教

○日本年金機構において、電話で生
年月日や基礎年金番号等の個人情報

○同上

96

について

事
故
等
青森

事務
センター

2012年2月20日 2012年2月20日

確認したい」とのお問合せがありました。 た女性の声で、△△様の国民年金番号を教
えてください、１＃を押してから生年月日と基
礎年金番号の数字を押してください、振込め
詐欺がはやっているので気を付けてください
とアナウンスされた電話があり、不審に思い
途中で自分から電話を切ったとのことでし
た。

1名 ― 0

年月日や基礎年金番号等の個人情報
を聞き取りすることはない旨をお伝え
しました。

事
件
等
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97

不審電話
について

事
故
等
東京 北 2012年2月24日 2012年2月24日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○社会保険事務所のミヤマと名乗る男から、
医療費の還付があるので、キャッシュカード
を持ってコンビニエンスストアに行ってほし
い、着いたらフリーダイヤルへ連絡するよう
に言われたとのことでした。 1名 ― 0

○医療費の還付の手続き等でコンビ
ニエンスストアに行っていただくことは
ない旨を説明し、今後も気を付けてい
ただくよう注意喚起しました。

○日本年金機構内部にお客様に注意
を促すように指示しています。
○日本年金機構ホームページに、不
審電話及び不審な訪問に関する注意
を促すコーナーを作成しています。

事
件
等

98

不審電話
について

事
故
等
東京 北 2012年2月24日 2012年2月24日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○区役所を名乗る男から、保険で５万円戻す
お金があるが、期限が切れている、社会保険
事務所に電話してほしいと言われ、社会保険
事務所の電話番号を尋ねたところ、調べると
言って電話が切れたとのことでした。 1名 ― 0

○社会保険事務所は現在存在しない
旨を説明するとともに、今後も気を付
けていただくよう注意喚起しました。

○同上

事
件
等

99

不審電話
について

事
故
等
愛知 熱田 2012年2月27日 2012年2月27日

○お客様より、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

〇社会保険事務所を名乗る者より、区役所
から医療費の返還があるので、フリーダイヤ
ルに電話するよう言われたとのことでした。

3名 ― 0

〇現在、社会保険事務所は存在しな
いこと、指定されたフリーダイヤルには
電話しないように注意喚起しました。

○同上

事
件
等

100

不審メー
ルについ
て

事
故
等
静岡 沼津 2012年2月21日 2012年2月21日

○お客様より、「不審なメールがあったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○お客様の携帯電話メールアドレスに日本
年金機構を騙って、２，０００円を振り込んでく
れ、という内容のメールが届いたとのことでし
た。

1名 ― 0

○日本年金機構では、お客様の携帯
電話やメールアドレスを尋ねることは
しておらず、今回のメールは日本年金
機構が送信したメールではないことを
説明しました。

○同上

事
件
等
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